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新型インフルエンザの流行は、2009年4月中旬に南カリフォルニア、メキシコで報

告されたインフルエンザ様疾患が発端である。4月下旬には従来のA/H1N1ウイルス

とは遺伝子型の異なるウイルスであることが確認された。

わが国においても5月初旬に新型インフルエンザの感染が確認され、その後、感染が

拡大したことを受けて、8月21日には厚労省はインフルエンザが流行期に入ったこと

を宣言した。

鳥取県では11月23日から11月29日のインフルエンザ定点医療機関での患者報告数

が1定点当たり36.52人となり、12月1日に新型インフルエンザ警報が発令された。

保育所、幼稚園、小学校、中学校を中心として、休園、休校がみられる。全国的にみて

も入院患者の約8割以上が14歳以下で、インフルエンザの発症者の約8割が未成年者

である。

新型インフルエンザの予防接種は、10月19日から医療従事者に対して接種が開始さ

れ、鳥取県でもほとんどの医療機関が、10月21日から接種開始となり、11月初旬には

接種は完了していると思われる。医療従事者に次いで、妊婦、基礎疾患を有する方が最

優先接種となっているが、糖尿病でインシュリン注射をしている患者の場合、血糖値、

HbA1cの値が良好で、合
・

併
・

症
・

が
・

な
・

け
・

れ
・

ば
・

最優先の接種としなくてもよいと思われる。

厚労省は、11月6日に、新型インフルエンザワクチンの1歳から小学3年生までと、

小学4年生から中学3年生までの基礎疾患患者（その他）への接種開始時期を、可能で

あれば、11月中旬に前倒しするよう都道府県に事務連絡で要請した。これは、14歳以

下のインフルエンザによる入院や重症化が多いことを考慮したもので、接種を前倒しに

するのはよいが、都道府県の行政サイドの接種順位の見直し、医療機関での接種予約、

接種体制の見直し、ワクチンの確保等、混乱を極めると思われる。厚労省にはもっと早

い時期での決断、決定をしてもらいたいものである。

新型インフルエンザの診断に関して、インフルエンザ迅速診断キットを用いる場合、

発症から12時間以上経過してから鼻腔ぬぐい液を採取する方が望ましいとされている。

2009年5月の神戸、大阪での調査では、迅速診断キットの感度は53.5～77％と報告

新型インフルエンザにどう対応するか
―重症化予防に向けて―

鳥取県医師会　常任理事　天　野　道　麿

巻　頭　言 
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されている。PCR検査に比べると、迅速診断キットは感度が低いため、陰性でもイン

フルエンザを否定することはできない（疑陰性例が多い）。これらのことにより症状、

臨床所見、地域での流行状況を総合的に判断して最終的に診断を下す必要がある。

今回の新型インフルエンザは軽症であると言われている。大多数の患者は治癒するの

で恐怖を感じる必要はないが、一部で重症化するので注意が必要である。ウイルスが肺

で増殖しやすいため呼吸障害が多いのが特徴である（ウイルス性肺炎の併発）。また、

小学生の脳症の報告が多い。日本小児科学会は肺炎と脳症を併発している症例もあり、

季節性インフルエンザでは見られない特徴として、注意を呼び掛けている。

今後の患者数増加に対して、軽症例はかかりつけ医を受診することを周知し、重症例

は迅速に紹介し、入院治療ができるような仕組みづくりが必要である。また、各地域の

それぞれの医療機関では、診療体制をどう構築していくか、検討・準備しておくことが

必要である。
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野島・富長両副会長を指名した。

1．第 4期鳥取県介護保険事業支援計画・老人福

祉計画策定・推進委員会の出席報告

〈渡辺常任理事〉

10月16日、中部総合事務所において開催された。

主な議事として、第 4期計画に基づく平成21年

度の取組み及び進捗状況と介護基盤の緊急整備に

伴う今後の方向性について協議、意見交換が行わ

れた。介護拠点等の緊急整備に係る鳥取県の対応

方針は、在宅生活が困難な在宅待機者の状況及び

居宅介護支援事業所への調査結果による利用者の

ニーズ把握結果、市町村が今後実施する地域密着

型施設の整備状況、国の参酌標準等を踏まえ、下

記のとおり対応することとなった。

◆広域型施設（定員30人以上の大規模施設）

在宅生活が困難な在宅待機者の状況、圏域内

での施設整備見込み、国の参酌標準等から判断

して妥当と認められ、かつ、周辺市町の同意が

ある場合に限り、施設整備を認める。

◆地域密着型施設（定員29人以下の小規模施設）

待機者の状況等から施設整備の必要性が認め

られ、国の参酌標準を満たす一部の市町（特に

鳥取市）については、当該市町の意向を十分に

尊重し、施設整備を認める。

2．生保　個別指導の立会報告〈富長副会長〉

10月19日、西部地区の 1病院において実施され

た。病名の整理をすること、病名洩れがあること、

急性病名が長時間続いていること、などの指摘が

なされた。電子カルテを使用されているが、レセ

プトには病状詳記がなされている例が多くみられ

た。

3．中国四国医師会連合　常任委員会（会長会議）

の出席報告〈岡本会長〉

10月20日、日医会館において開催された。

主な議事として、（ 1 ）次期診療報酬改定等に

対する要望・決議案（ 2）次期日医役員選挙並び

に中国四国ブロック選出役員（ 3）日医「財務委

員会委員」の選出県と任期（ 4）中国四国医師会

連合会における勤務医の組織化（ 5）中国四国医

師会救急担当理事連絡協議会の開催（12／23 岡

山市）、などについて協議、意見交換が行われた。

勤務医の組織化については、地区医師会・県医師

会の会費や入会金が異なることが一番のネックで

あるが、まずは各県医師会レベルで対応できるか

を各県で検討してみることとなった。なお、勤務

医対策問題については、来年度の連合総会時の分

科会で集中的に協議することとした。

内容の詳細については、別途会報に掲載する。

4．中国地方社会保険医療協議会総会の出席報告

〈岡本会長〉

10月21日、広島市において開催され、医師、歯

理　事　会

■ 日　時　　平成21年11月 5日（木） 午後 4時～午後 6時20分

■ 場　所　　鳥取県医師会館　鳥取市戎町

■ 出席者　　岡本会長、野島・富長両副会長

宮 ・渡辺・天野・神鳥各常任理事

第 7 回 常 任 理 事 会

報告事項

議事録署名人の選出
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科医師及び薬剤師を代表する委員として再任され

た。

主な議事として、協議会長の選挙が行われ、河

原和郎氏（西日本法律事務所）が再選された。ま

た、ジェネリック医薬品については、医師側も医

療費が高くならないことを十分に認識しながら使

用していると回答しておいた。

5．ドクターヘリ運航に係る関係者会議の出席報

告〈野島副会長〉

10月22日、県庁において初めて開催された。

議事として、3府県（兵庫県・京都府・鳥取県）

共同ドクターヘリと鳥取県版ドクターヘリの運航

について協議、意見交換が行われた。 3府県共同

によるドクターヘリは、平成22年 4 月より運航開

始予定で、配備場所は公立豊岡病院、運航範囲は

配備場所から半径約100km、搬送する病院はドク

ターヘリの配備病院と他府県の搬送可能な病院で

ある。また、 3府県共同のドクターヘリが、鳥取

県の西部圏域に到達するには時間と距離の問題で

搬送は不可能であり、医療機器を装備した消防防

災ヘリに医療チーム（鳥大医学部附属病院救命救

急センター医師）が搭乗するドクターヘリ的活用

の体制を検討することとしている。なお、現時点

でドクターヘリと消防防災ヘリのドクターヘリ的

活用については、鳥取県と東・中・西部各圏域と

の連携がまだ充分とれていないので、今後調整し

ていくために会議を開催する予定である。

6．社会保障部常任委員会の開催報告

〈富長副会長〉

10月22日、県医師会館において開催した。

健保・生保の指導計画打合会と日医及び中国四

国ブロック医療保険関係諸会議の報告後、協議事

項として、「総会の日程等」「審査における基金―

国保間の話合結果の周知」「審査委員の定年制」

「個別指導における指摘事項」「社会保障部委員会

のあり方」「会員からの要望事項」などについて

協議、意見交換を行った。

審査委員の定年制については、一般的に国や県

の審議会委員などは「就任後10年限り、年齢70歳

超は再任不可」となっており、同様の取扱として

欲しいとの要望について、一般審査委員は原則こ

の流れで来ているが、基金では近年内科系（特に

消化器）が不足してきており、また常勤審査委員

についてはご理解をいただきたい、とのことであ

った。

また、現在本委員会は、「社会保障部委員会」

という名称であるが、ほとんどが医療保険につい

ての内容であり、「医療保険委員会」としてはど

うかとの意見があり、本会理事会へ諮り承認を得

ることとした。

内容の詳細については、別途会報に掲載する。

7．第 2回鳥取県後期高齢者医療懇話会の出席報

告〈天野常任理事〉

10月23日、湯梨浜町役場東郷支所において開催

された。

平成20年度後期高齢者医療制度の実施状況は、

被保険者数83,325人（うち障害認定者2,848人）、

医療給付費55,941 ,991千円、保険料収納状況

4,095,483千円（収納率99.28％）であった。また、

現行の後期高齢者医療における鳥取県の給付状況

（一部負担金を含む）は、平成20年度で一人当た

りの医療費は809,505円（全国853,391円）で、全

国と比較すると第27位で平成19年度と同順位であ

った。

平成20年度から開始した後期高齢者の特定健診

は、被保険者全員を対象として特定健診と同項目、

同基準での健診を行っている（ただし、腹囲測定

は行わない）。広域連合での直接実施は困難であ

るため、平成20～21年度は市町村に委託し、特定

健診や生活機能評価など、住民への健診と併せて

行っており、平成22～23年度も同様に引き続き特

定健診と同基準で行うこととなった。

また、高齢者がより健康的な生活を送るための

知識・教養を深めることを目的に高齢者健康づく

り推進大会が各地区で行われる。内容は、講演
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「元気で長生きをめざして」（加藤敏明　鳥大医学

部准教授）と実演「一緒に楽しもうご当地体操」

である。

8．第 4回指導医のためのワークショップの開催

報告〈渡辺常任理事〉

10月24－25日、県医師会館において 2年ぶりに

開催し、ディレクターとして武田理事とともに出

席した。スタッフは、チーフタスクフォースとし

て伴　信太郎先生（名古屋大学医学部附属病院総

合診療部教授）、タスクフォースとして向原茂明

先生（長崎県福祉保健部参事監）、福井道彦先生

（大津市民病院救急診療科・集中治療部部長）、内

田　博先生（県立中央病院麻酔科部長）にお願い

した。 2 日間の修了者19名に対し、日本医師会

長・厚労省医政局長・鳥取県医師会長連名による

修了証を発行した。

内容の詳細については、別途会報に掲載すると

ともに報告書を発行する。

9．中国四国医師会連合　連絡会の出席報告

〈宮 常任理事〉

10月25日、日医会館において、日医代議員会に

先立ち開催され、岡本会長、魚谷代議員会議長と

ともに出席した。なお、この会は、従来「常任委

員会」として開催されていたが、代議員会の連絡

調整を行う会であるため、今回より「連絡会」と

改称しての開催となった。

主な議事として、中央情勢報告、第121回日医

臨時代議員会、議事運営委員会報告、などについ

て報告、協議が行われた。

内容の詳細については、別途会報に掲載する。

10．第121回日医臨時代議員会の出席報告

〈岡本会長〉

10月25日、日医会館において開催され、魚谷代

議員会議長とともに出席した。代議員総数354人

中350人の出席であった。

冒頭、唐澤日医会長より所信表明が行われ、続

いて本年 4月以降の会務報告後、議事に入り、第

1 号議案「平成20年度日医一般会計決算」、第 2

号議案「平成20年度医賠責特約保険事業特別会計

決算」、第 3 号議案「平成20年度治験促進センタ

ー事業特別会計決算」、第 4 号議案「平成20年度

医師再就業支援事業特別会計決算」、第 5 号議案

「日医会費賦課徴収規定一部改正」、第 6 号議案

「日医会費賦課徴収」まで一括上程された。提出

された議題は内容に応じて決算委員会、予算委員

会に審議が付託され、それぞれ委員会での承認を

経て本会議で報告された。また、議長提案による

財務委員会の設置が承認された。

引き続き、代表質問 7題、個人質問14題の計21

題の質問に対して、それぞれ担当役員から答弁が

あった。

内容の詳細については、日医ニュースに掲載さ

れるのでご覧いただきたい。

11．心といのちを守る県民運動の出席報告

〈渡辺常任理事〉

10月28日、とりぎん文化会館において開催され、

自殺者を減らすための支援や普及策について話合

いが行われた。昨年の県内自殺者数が212人と過

去最悪となったことから、従来の鳥取県自殺対策

連絡協議会（2006年設置）に、多重債務や経営問

題などを検討する幅広い分野の委員を加えて新た

な組織として設置された。委員らがリーダーシッ

プを取り、自殺を減らす県民運動を地域や職域に

広めていくことにしている。次回は、具体的な県

民運動の進め方や来年度の取組みを議題として会

議を平成22年 1 月頃に開催予定である。

なお、平成21～23年度の 3年間にわたって、鳥

取県自殺対策緊急強化基金事業（対面型相談支援

事業、電話相談支援事業、人材養成事業、普及啓

発事業、強化モデル事業）が県と市町村において

実施されるが、まずは自殺の本当の原因（例えば

貧困など）を追及してから今後の方針を検討して

いくことが大事ではないか、生活保護者の自殺率

を調べてみてはどうか、などの意見があった。
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12．鳥取県自動車保険医療連絡協議会の開催報告

〈野島副会長〉

10月29日、県医師会館において、鳥取自賠責損

害調査事務所と鳥取地区損害サービス分科会に参

集いただき、開催した。

近年、大きな問題はなかったが、この度、西部

の医療機関より質問が寄せられたことから、会員

へ自動車保険医療費に関する諸問題についてアン

ケートを実施し、その事例について協議、意見交

換を行った。

内容の詳細については、別途会報に掲載する。

13．健対協　心臓疾患精密検査従事者講習会の開

催報告〈天野常任理事〉

11月 1 日、日本海ふれあいホールにおいて開催

し、講演 2 題（ 1 ）「検診所見から何を疑い、精

密検査で何を検査するか」（星加　県立中央病院

小児科部長）（ 2 ）「先天性QT延長症候群とブル

ガーダ（Brugada）症候群」を行った。

14．「第1回学校医・学校保健研修会」「新任学校

医・新任養護教諭合同研修会」の開催報告

〈天野常任理事〉

11月 1 日、日本海ふれあいホールにおいて、特

別講演「―ちょっと変わっている子を「障害」と

しないために―」（大野耕策　鳥大医学部附属脳

幹性疾患研究施設脳神経小児科部門教授）、講演

「新型インフルエンザについて」（天野常任理事）

による研修会を行った。学校医、学校関係者等も

含め、多数の参加者であった。

なお、文科省から平成21年10月19日付で通知さ

れた「新型インフルエンザに関する対応（第17報）」

には、「児童生徒等の出席停止を行った場合など

でも再出席に先立って治癒証明書を取得させる意

義はないと考えられるので適切に対応すること」

とされている。しかし、この度鳥取県教育委員会

から市町村教育委員会及び各学校等に出された通

達には、再登校時の医師の許可証について、「現

在、出席停止を解除する場合は、原則として医師

による『登校許可書』を提出することとされてい

る（地域によっては口頭による報告の場合もあ

る）」となっている。本件については、11月12日

（木）に開催される「鳥取県医師会役員と鳥取県

教育委員会との連絡協議会」において、鳥取県医

師会としては、「登校許可証は出さないこと」「自

宅療養の解除の要件は、解熱後 2日間の経過かつ

発症した日の翌日から 7日間」との見解とし、鳥

取県教育委員会に対して訂正をお願いすることと

した。

引き続き、「新任学校医・新任養護教諭合同研

修会」を開催し、講演 2 題（ 1 ）「学校保健と学

校医」（笠木理事）（ 2 ）「学校医と連携して学校

保健を推進するために」（西尾鳥取県教育委員会

事務局体育保健課健康教育係指導主事）、質疑応

答、意見交換を行った。

1．母体保護法の指定（施設設備の変更）につい

て

中部地区の 1医療機関から病床種別の変更に伴

い手術室の一部が変ったことから届出が出てい

る。了承することとした。

2．地域福祉権利擁護事業契約締結審査会委員の

推薦について

任期満了に伴い、推薦依頼がきている。引き続

き、高田耕吉先生（鳥取医療センター）を推薦す

ることとした。

3．ドクターヘリ運航調整委員会委員の推薦につ

いて

平成22年 4 月から公立豊岡病院において京都

府、兵庫県、鳥取県の 3府県が共同してドクター

ヘリを運航することとしており、適正な運航体制

を確保するため、本会宛に標記委員会委員の推薦

依頼がきている。野島副会長を推薦することとし

た。

協議事項
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4．健保　個別指導の立会について

下記のとおり実施される指導にそれぞれ役員が

立会することとした。

○11月11日（水）午後 1時30分

西部 4診療所：笠置監事

○11月17日（火）午後 1時30分

西部 3診療所：米川理事

○11月25日（水）午後 1時30分

東部 3診療所：宮 常任理事

5．生保　個別指導の立会について

次のとおり実施される指導の立会をそれぞれ地

区医師会へお願いすることとした。

○11月16日（月）午後 2時

中部 2病院：中部医師会

○11月19日（木）午後 3時30分

東部 1病院：東部医師会

○11月27日（金）午後 2時

西部 1病院：西部医師会

○11月30日（月）午後 1時30分

東部 2病院：東部医師会

6．日医　医療事故防止研修会の出席について

12月13日（日）午前10時から日医会館において

開催される。宮 常任理事が出席することとした。

7．医師会立看護高等専修学校連絡協議会の開催

について

12月24日（木）午後 4時から県医師会館におい

て開催することとした。

8．医療懇話会の開催について

1 月 7 日（木）午後 4時30分から県医師会館に

おいて県医師会、県福祉保健部、病院局などが参

集し開催することとした。何かご意見、提出議題

があれば事務局まで連絡をいただきたい。

9．社会保障部委員会総会の開催について

1 月30日（土）午後 4時からホテルニューオー

タニ鳥取において開催することとした。昨年度と

同様に地区医師会から審査に対する要望事項を募

集し、当日は各地区より基金・国保へ要望してい

ただく。併せて県医師会への要望等もいただく。

10．日医認定産業医の更新申請について

下記のとおり、鳥取産業保健推進センター主催

で開催される研修会を本会との共催とし、日医認

定産業医指定研修会（基礎＆生涯研修：実地 2単

位）として申請することとした。

○12月17日（木）午後 2時

於：オムロン倉吉株式会社（倉吉市）

○ 1月14日（木）午後 2時

於：リコーマイクロエレクトロニクス株式会社

（鳥取市）

11．日医認定産業医の更新申請について

この度、日医認定産業医の更新申請について26

名（東部 6、中部 4、西部13、大学 3）から書類

の提出があり、審議の結果、何れも資格を満たし

ているため、日医宛に申請することとした。

12．鳥取県医師会グループ保険の募集について

昨年度と同様に全会員へ案内状を送付すること

とした。なお、加入率が35％を下回り 3年以内に

回復しないと最高保険金額が現行の 7 割2,800万

円に制限されることとなる。現在、鳥取県は僅か

に上回っている現状であるため、是非とも多くの

方の新規加入をよろしくお願いしたい。

13．日本医師会からの各種調査への協力について

日医より、「厚生労働省が行う衛生検査所検査

料金に対する調査」について協力依頼がきている。

本会として調査協力することとした。

14．日医生涯教育講演会の認定申請の承認につい

て

地区医師会などから申請の出ている講演会につ

いて協議の結果、適当として認定することとした。



15．名義後援について

「みんなで学ぼう、あったか快GO（介護）！

（11／25）」「鳥取県認知症サポーター6,000人達成

記念『認知症にやさしいまちをめざして』（12／

19）」の名義後援をそれぞれ了承することとした。

［午後 6時20分閉会］

［署名人］野島　丈夫　印

［署名人］富長　将人　印
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天野・神鳥両常任理事を選出した。

1．前回常任理事会の主要事項の報告

〈宮 常任理事〉

11月 5 日、県医師会館において開催した。会議

録は、地区医師会へ送付するとともに、県医メー

リングリストへの投稿、会報への掲載を行うこと

としている。

2．健保個別指導の立会い報告

〈笠木理事〉

11月 5 日、西部地区の 3診療所を対象に実施さ

れた。予防接種や検診等自費分のカルテは別々に

作成する必要はないが自費分とわかるように新た

なページに記載すること（カルテの同じページ内

に保険診療と自費診療に関する事項を混在して記

載しなければ同じカルテでよい）、終日休診でな

ければ平日の午後 6時までは時間外加算の算定は

できないこと（返還）、調剤薬局に対して毎月診

療情報提供がなされているが薬剤に変更はなく毎

月の算定は必要性がないと考えられるものがある

ので改善すること、などの指摘がなされた。

〈笠置監事〉

11月11日、西部地区の 4診療所を対象に実施さ

れた。同日再診の記入ミスがあること、病名の整

理をすること、脂肪肝の病名で毎月検査をしてい

るがデータの変化がなく過剰検査ではないか、検

査結果をパソコンで管理されているが検査をして

いないのにカルテの頁がかわるごとに貼り付けら

れており検査したような誤解を受けるため毎回検

査結果の貼り付けをしないこと、などの指摘がな

された。

〈米川理事〉

11月17日、西部地区の 3診療所を対象に実施さ

れた。検査が頻繁にされているがその必要理由を

カルテに記載すること、レセプトには注釈が記載

されているのにカルテにはその記載がないこと、

胸部X線写真が何ヶ月にもわたって漫然と撮影さ

れているので何かの疑いがあればCT等を行うこ

報告事項

議事録署名人の選出

■ 日　時　　平成21年11月19日（木） 午後 4時～午後 6時20分

■ 場　所　　鳥取県医師会館　鳥取市戎町

■ 出席者　　岡本会長、野島・富長両副会長

宮 ・渡辺・天野・神鳥各常任理事

吉中・吉田・明穂・重政・笠木・米川各理事

清水・笠置両監事

板倉東部会長、池田中部会長、魚谷西部会長

（武田理事－日医　生涯教育担当理事連絡協議会出張のため、欠席）

第 8 回 理 事 会
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と、医療秘書がカルテを記載している場合はその

署名と医師の確認サインが必要なこと、などの指

摘がなされた。

3．看護職員確保対策連絡協議会の出席報告

〈明穂理事〉

10月22日、看護研修センターにおいて開催され

た。平成21年度の鳥取県看護職員確保対策事業と

ナースセンター事業の実施状況について報告があ

った後、鳥取県看護職員確保対策として潜在看護

職員県内病院再就業促進と看護職員離職防止・定

着促進について協議、意見交換が行われた。また、

短期間正社員制度があるので利用していただきた

いことを医師会で周知して欲しいとのことであっ

た。

4．鳥取県糖尿病対策推進会議の開催報告

〈富長副会長〉

11月 5 日、県医師会館において開催した。

平成20～21年度の地区医師会及び県医師会の活

動状況について報告があった後、平成21年度の本

推進会議及び行政の取組みについて協議、意見交

換を行った。平成21年度の取組みでは、これまで

どおり非専門医を対象とした研修「鳥取県医師会

日常診療における糖尿病臨床講座」のプログラム

立案と講座の開催を地区医師会で実施していただ

き、一般啓発事業としては、11月14日の世界糖尿

病デーに鳥取市の仁風閣をライトアップすること

となった。なお、このライトアップは、糖尿病の

予防、治療、療養を喚起する啓発事業として2007

年より世界各地と国内各地のランドマークを利用

して同時に行われており、鳥取県では初回の取組

みであった。また、本会公開健康講座を利用して

住民に対し、啓発を行う。

その他、行政の取組みとして国に地域医療再生

計画を出しており、その中に医療連携体制の項目

をあげており、 4疾病（がん、脳卒中、急性心筋

梗塞、糖尿病）についてクリニカルパスを作るこ

とを協議する予算も盛り込んでいる。具体的には

来年度以降の事業になるが、糖尿病については本

推進会議でも協議したいとのことであった。

内容の詳細については、別途会報に掲載する。

5．第 3回産業医研修会の開催報告〈吉田理事〉

11月 8 日、まなびタウンとうはくにおいて開催

し、講演 4 題（ 1 ）「最近の労働安全衛生対策に

ついて～メンタルヘルス対策を中心に～」（高村

鳥取労働局安全衛生課長）（ 2）「職場の新型イン

フルエンザ対策について」（天野常任理事）（ 3 ）

「勤労者のメンタルヘルス対策について～うつ病

の早期発見と援助」（渡辺常任理事）（ 4 ）「女性

勤労者の健康管理」（春木松江記念病院健康支援

センター顧問・島根産業保健推進センター相談

員）とビデオ「メタボリック・シンドロームを予

防するボディデザイン体操」「防ごう！メタボリ

ック・シンドローム―内臓脂肪をやっつけろ―」

を行った。日医認定産業医取得単位は基礎（実

地・後期）＆生涯（更新・実地・専門） 5単位。

6．日医　税制担当理事連絡協議会の出席報告

〈明穂理事〉

11月12日、日医会館において開催された。

議事として、「平成22年度税制改正要望（ 1 ）

税制要望項目（ 2 ）医療機関に関わる税制問題

（ 3 ）税制要望の進め方」と「医療法人の事業承

継税制・移行税制」について説明及び解説があっ

た後、消費税や事業税の問題などについて質疑応

答が行われた。医療機関の公益性に応じた措置と

して、診療報酬に係る事業税の非課税措置等現行

制度の存続については引き続き日医の課題として

取り組んでいく。一方、医療機関に対する各種減

免措置等については、日医として情報提供等の支

援を行うが、地方自治体の「課税自主権」そのも

の（地方税法ではなく地方自治体の独自の判断に

基づく措置）として働きかけるべきものであるこ

とから、都道府県医師会あるいは郡市区医師会が

取り組んでいただく必要がある。また、今後日医

では税制担当のメーリングリストを開設する予定
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とのことであった。

内容の詳細については、別途会報に掲載する。

7．鳥取県医師会・鳥取県教育委員会との連絡協

議会の開催報告〈笠木理事〉

11月12日、白兎会館において開催され、岡本会

長以下学校保健関係役員が出席し、双方から提出

された 7議題（ 1）新型インフルエンザ（ 2）心

や性等の健康問題の取組み（ 3）特別支援学校に

おける教育の在り方の検討（ 4）平成22年度医療

的ケアが必要な幼児児童生徒学習支援事業（ 5 ）

学校での新型インフルエンザ対策（ 6）本年 4月

に県医師会より提出した要望書「麻しん風しん混

合ワクチン（MRワクチン）接種促進についての

お願い」について（ 7 ）平成21年度第 2 回学校

医・学校保健研修会・県学校保健会研修会のテー

マ、について協議、意見交換を行った。

県教育委員会における新型インフルエンザの対

応では、休業等の基準として複数（ 2人）の感染

者が発生した時、ひとまず 3日間程度学級閉鎖す

るよう要請するが、校長の判断により集団感染の

おそれが少ない時は学級閉鎖を行わないというこ

とであった。また、現在出席停止を解除する場合

は原則として医師による「登校許可書」を提出す

ることとなっている。この度文科省より「治癒証

明書を取得させる意義はない」との通知が出され

たが、このまま市町村へ出しても学校は混乱する

のではないかということから、基本は文科省の意

向通りとしながらも登校許可がない場合、学校長

は自宅療養解除の要件である「解熱後 2日間の経

過かつ発症した翌日から 7日間」を出席停止の期

間として指示するよう要請しているとのことであ

った。

新型インフルエンザワクチン接種について国で

は小児へのワクチン接種時期の前倒し等を求めて

いることから、本会としても小児への接種時期を

前倒して実施できるよう県及び県教育委員会に要

望している。今般、県福祉保健部長より小学生

（特に 1 ～ 3 年生）のワクチン接種機会及びワク

チン（バイアル10ml）の有効活用等を目的とし

たワクチンの集団接種について通知があった。

現在、本県では学校欠席者情報収集システムが

県立学校、市町村、私立・国立学校において稼動

しているが、県教育委員会より、学校医でない医

師がみることのできる「学校欠席者情報収集シス

テム鳥取県一般医師公開用（https://school .

953862.net/tottori/ishikoukai/）」「ID：00001、

PW：doctors」について連絡があった。

内容の詳細については、別途会報に掲載する。

なお、本会として学校医に対し、「小学生への

新型インフルエンザワクチンの集団接種」につい

て、小学校から学校医をされている先生に集団接

種について相談があった場合には業務に支障のな

い範囲でご協力いただく旨、通知することとした。

8．鳥大医学部附属病院がんセンター改修竣工記

念式典の出席報告〈吉中理事〉

11月12日、鳥大医学部附属病院がんセンターの

がん診療の専門施設が整備されたことに伴い、改

修竣工記念式典が行われ、会長代理として来賓祝

辞を述べてきた。

9．鳥取大学関連管理型病院協議会の出席報告

〈渡辺常任理事〉

11月12日、鳥大医学部附属病院において開催さ

れた。

平成21年度の鳥取大学関連管理型病院の研修医

マッチング状況は、募集定員68名に対して25名

（36.8％）がマッチングした（うち20人が鳥大出

身者、前年度より 4 人減）。マッチング者数が少

ない原因として卒業生の人数が少なかったこと、

山陰の出身者が少ないこと、などが挙げられる。

医学科 5 年次生90名の面談時アンケートによる

と、昨年度に比べて鳥大医学部附属病院及び山陰

地方の一般研修病院で初期臨床研修を希望する者

が増えているとのことであった。また、鳥大医学

部附属病院卒後初期・後期臨床研修合同説明会が

平成21年11月27日（金）に国際ファミリープラザ
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（米子市）において開催される。

10．中国四国　学校保健担当理事連絡会議の出席

報告〈天野常任理事〉

11月13日、広島市において開催され、笠木理事

とともに出席した。日医からは内田常任理事が出

席され、各県より提出された10議題について討議

が行われた。

新型インフルエンザに関しての議題が鳥取県を

含め 4県から提出された。インフルエンザによる

休業期間は鳥取県が 3 日間（ひとまず）、島根、

岡山、広島は 4日間、山口 5日間、四国の 4県が

7 日間となっている。治癒証明書については原則

不必要であるが、治癒証明書がいらないとなると

中高校生でずる休みをする生徒があること、新型

インフルエンザの予防接種に関して集団的個別接

種（学校医の医院、学校の近くの医院で接種する）

も考慮しないといけないという意見もあった。

また、学校欠席者情報システムを活用すること

によりインフルエンザ等の感染症の発症に対して

迅速に対応できるが、中国四国でこのシステムを

導入しているのは、島根県、香川県、鳥取県であ

った。次回は平成22年 8 月22日（日）山口市にお

いて開催される。

内容の詳細については、別途会報に掲載する。

11．全国学校保健・学校医大会の出席報告

〈笠木理事〉

11月14日、広島市において、「地域ぐるみで支

え合おう　子どもの健康と安全」をメインテーマ

に開催され、岡本会長、天野常任理事、地区医師

会代表者とともに出席した。

5 分科会『からだ・こころ』（ 1 ）生活習慣病

（ 2 ）学校健診・実態調査（ 3 ）こころ・健康教

育、『耳鼻咽喉科』『眼科』での研究発表、都道府

県医師会連絡会議、表彰式、シンポジウム「学校

現場における救急体制―学校で子どもが突然倒れ

たら―」、特別講演などが行われた。来年度は、

群馬県医師会の担当で平成22年11月 6 日（土）に

開催される。

内容の詳細については、別途会報に掲載する。

12．「世界糖尿病デー」in鳥取・仁風閣ブルーラ

イトアップ点灯式の開催報告

〈武田理事：書面報告〉

国際連合は11月14日を「世界糖尿病デー」に指

定し、世界的な脅威となっている糖尿病の予防、

治療、療養を喚起する啓発運動を推進することを

世界に呼びかけた。これを受けて、鳥取県糖尿病

対策推進会議・日本糖尿病学会・日本糖尿病協

会・県医師会が中心となって企画し、11月14日、

仁風閣がブルーライトアップされ、ライトアップ

に先立ち、点灯式（式典）を開催し、挨拶を述べ

てきた。

13．秋季医学会の開催報告〈岡本会長〉

11月15日、西部医師会館において開催した。学

会長は、稲賀　済生会境港総合病院長。一般講演

15題と特別講演「中小医療機関～診療所等におけ

る医療安全の考え方」（京都大学医学部附属病院

医療安全管理室長　長尾能雅先生）を行った。

14．公開健康講座の開催報告〈神鳥常任理事〉

11月19日、県医師会館において開催した。演題

は、「糖尿病の予防と治療」、講師は、鳥大医学部

保健学科成人・老人看護学講座成人看護学分野教

授　池田　匡先生。

1．肝臓機能障害による身体障害認定及び自立支

援医療の支給について

平成22年度から身体障害者手帳及び自立支援医

療（更生医療・育成医療）の対象として肝臓機能

障害が追加されることとなった。肝臓機能障害を

有する患者が身体障害者手帳の交付申請を行うた

めには、身体障害者福祉法に規定する医師の記載

する診断書・意見書が必要であり、また自立支援

医療の支給認定申請を行うためには、障害者自立

協議事項
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支援法に規定する医療機関の主として医療を担当

する医師の作成した意見書が必要となる。

鳥取県の肝臓機能障害を有する患者が平成22年

度から手帳を所持し、受診できるようにするため

には、平成22年 1 月を目途に申請手続きを開始す

ることができるよう医師及び医療機関を指定する

必要があることから、鳥取県より県内の各日本肝

臓学会会員等の医師等を中心に申請書類を発送さ

れるので、指定申請する場合は平成21年11月30日

（月）までに手続きをよろしくお願いしたい。

また、身体障害者更生相談所障害程度審査委員

会委員として松田裕之先生（東部医師会）を推薦

することとした。

2．労災保険診療指定医療機関研修会の開催につ

いて

平成21年度は鳥取県整形外科医会との共催で開

催することとした。日程、内容については今後、

検討していく。

3．鳥取県メディカルコントロール協議会の出席

について

11月20日（金）午後 7時から鳥取中部ふるさと

広域連合消防局において開催される。野島副会長

が出席することとした。

4．指導の立会について

次のとおり実施される指導にそれぞれ役員等が

立会することとした。

○11月27日（金）午後 1時30分

西部：集団的個別指導 1病院－西部医師会

○12月 3 日（木）午後 1時30分

西部：健保　個別指導 1病院－井庭理事

○12月 9 日（水）午後 1時30分

東部：健保　個別指導 3診療所－宮 常任理事

○12月11日（金）午後 1時30分

東部：健保　個別指導 1病院－明穂理事

5．鳥取県臨床検査精度管理調査報告会の開催に

ついて

12月 6 日（日）午前 9時30分から伯耆しあわせ

の郷において、鳥取県臨床衛生検査技師会との共

催で開催することとした。当日は吉田理事が出席

して挨拶を述べる。

6．日医　医療事故防止研修会の出席について

12月13日（日）午前10時から日医会館において

開催される。宮 常任理事が出席することとした。

なお、地区医師会にも案内する（若干の旅費補助

あり）。

7．かかりつけ医と精神科医との連携会議の開催

について

12月10日（木）午後 4時から県医師会館におい

て開催することとした。

8．全国医師会　共同利用施設臨時総会の出席に

ついて

12月20日（日）午前 9時30分から日医会館にお

いて、「日医　共同利用施設担当理事連絡協議会」

を兼ねて開催される。野島副会長が出席すること

とした。また、三朝温泉病院代表として池田中部

会長が出席する。

9 ．鳥取外傷セミナーJPTECプロバイダーコー

スの開催について

12月20日（日）午前 8時30分から鳥大医学部に

おいて、本会主催、鳥取県プレホスピタル外傷研

究会と鳥取県メディカルコントロール協議会との

共催で開催することとした。

10．中国四国医師会救急担当理事連絡協議会の出

席について

12月23日（水・祝）午後 1時30分から岡山市に

おいて開催される。野島副会長、米川理事が出席

することとした。
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11．生涯教育委員会の開催について

12月24日（木）午後 1時40分から県医師会館に

おいて開催することとした。

12．医師会立看護高等専修学校連絡協議会の開催

について

12月24日（木）午後 4時から県医師会館におい

て開催することとした。

13．共済会運営委員会の開催について

1 月30日（土）午後 3時からホテルニューオー

タニ鳥取において開催することとした。

14．日医　医療情報システム協議会の出席につい

て

2 月13・14日（土・日）日医会館において開催

される。米川理事が出席することとした。各地区

医師会からも出席する。

15．日医　学校医講習会の出席について

2 月20日（土）午前10時から日医会館において

開催される。笠木理事が出席することとした。な

お、地区医師会からも出席をお願いし（本会より

旅費を一部補助）、伝達講習会を開催していただ

く。

16．日医　母子保健講習会の出席について

2 月21日（日）午前10時から日医会館において

開催される。笠木理事が出席することとした。

17．代議員会の開催について

下記のとおり、代議員会を開催することとした。

○選挙　 2月18日（木）午後 6時50分

ホテルニューオータニ鳥取

○予算　 3月 6日（土）午後 4時　県医師会館

18．関係団体負担金、会費等の確認について

現在、県医師会が関係団体等に対して行ってい

る負担金、会費等について確認を行った。

19．平成22年度特定健診等の委託単価について

平成21年度と同様に8,000円とし、関係先と委

託契約を結ぶこととした。

20．猟銃等の所持許可にかかる診断書を作成する

医師について

今般、銃砲刀剣類所持等取締法が一部改正され、

猟銃等の所持許可又はその更新に際して欠格事由

該当性の審査を厳格に行うこととされ、具体的に

は、猟銃等の所持許可にかかる申請書に添付する

医師の診断書は本年12月から公安委員会が指定す

る専門医が作成したものに限られることとなっ

た。この専門医とは、（ 1 ）精神保健指定医師

（ 2）「精神科、心療内科、神経科、神経内科」を

標榜し 2年以上精神障害の診断又は治療の経験を

有する医師、とされている。

この度、本件について県警察本部生活環境課か

ら情報提供、該当医師・医療機関への周知方、更

に診断書作成医療機関登録の医師確認の依頼があ

ったことから、本会より診断書作成医療機関とし

て登録を希望されるか否かについて関係医療機関

に意向を伺うこととした。

21．名義後援について

「第61回結核予防全国大会（ 3／18－19）」「日

本内科学会中国地方会第100回記念事業『地域医

療と医学教育シンポジウム』（11／28）」の名義後

援をそれぞれ了承することとした。また、「もの

忘れフォーラムin Yonago 2009『認知症の人の権

利を守る』講演会（12／19）」は条件付で認める

こととなった。

22．日医生涯教育講演会の認定申請の承認につい

て

地区医師会から申請の出ている講演会について

協議の結果、適当として認定することとした。

［午後 6時20分閉会］

［署名人］天野　道麿　印

［署名人］神鳥　高世　印
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本年度秋季医学会は会員等41名出席のもとに次のとおり開催した。

学会長としてご尽力頂いた済生会境港総合病院長　稲賀　潔先生始め病院職員の方々、更に共催の西部

医師会に対し厚く御礼申し上げます。

なお、講演抄録は鳥取医学雑誌第37巻 3 ・ 4 号へ掲載いたします。

研究発表15題

特別講演

「中小医療機関～診療所等における医療安全の考え方」

京都大学医学部附属病院医療安全管理室

室長　長　尾　能　雅　先生

■ 日　時　　平成21年11月15日（日） 午前 9時25分～午後 1時

■ 場　所　　西部医師会館　米子市久米町

平成21年度鳥取県医師会秋季医学会

医 学 会

岡本会長 稲賀学会長

長尾能雅先生
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諸 会 議 報 告

〈岡本委員長〉

この会議は、日医より要請があって設置し、本

年で 5年となります。

只今、今月14日の糖尿病デーに合わせて、「仁風

閣」をライトアップすべく進めております。現在、

インフルエンザが猛威を振っておりますが、新型

インフルエンザでは糖尿病患者に危機感を抱かせ

るような報道が続きました。しかし、糖尿病の患

者さんにどれだけワクチン接種が出来るかという

と、限られた人だけになっているようです。そう

いったことも含めてご協議頂ければと思います。

1．平成20年度～21年度（中間）の活動状況につ

いて

（ 1）地区医師会に委託して実施した講演会・症

例検討など

東部；20年度症例検討会 1回開催、教育的要素を

加味した。参加は30人程度。21年度は年明

けに開催予定。

中部；20年度講演会 1回。21年度は講演会 3回開

催（予定も含む）

西部；20年度 2回開催。症例検討会 1回、参加者

50名。 2回目は症例提示とミニレクチャー

及び講演を行った。参加者35名。西部では

将来的に地域連携パスを作りたいとの思い

があり、 2回目では病院医師に開業医が紹

介した患者の症例を提示してもらい、それ

についてのミニレクチャーと、地域連携の

現状について講演をして頂いた。21年度も

20年度 2 回目と同様な趣旨で 1 回開催し

た。

これ以外に、従来から開催している糖尿

病症例検討を引き続き行った。

なお、西部では「糖尿病予防対策協力医

制度」を設けており、この研修会も含め、

指定された研修会を年 1回以上受講するこ

とを登録の条件としている。

（2）本会の対応

・鳥取県糖尿病対策推進会議―20年度 1回開催。

・地区医師会へ非専門医を対象とした「鳥取県医

■ 日　時 平成21年11月 5日（木） 午後 2時～午後 4時

■ 場　所 鳥取県医師会館　鳥取市戎町

■ 出席者 委員：（県医）岡本委員長、武田副委員長、富長・天野委員

（地区）東部；松浦委員　中部；湯川委員　西部；越智委員

（鳥取県）藤井委員

西尾県教育委員会事務局体育保健課指導主事（代理）

役員：宮 常任理事

鳥取県：蔵内健康政策課健康づくり文化創造担当副主幹

世界糖尿病デー「世界に連帯のブルーサークル」
―鳥取市では「仁風閣」のライトアップ―

＝鳥取県糖尿病対策推進会議＝

挨　拶

報　告
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師会　日常診療における糖尿病臨床講座」を委

託し、補助金を送付した。

・鳥取県糖尿病対策推進会議従事者講習会を開催

（21．8．30）。

・推進会議委員執筆による「糖尿病診療一口メモ」

を21年 4 月より鳥取県医師会報へ隔月掲載（23

年 2 月まで）。

・地域住民への啓発活動を公開健康講座（21．3．

19）を利用して実施した。

1．平成21年度の取り組みについて

（ 1）非専門医を対象とした研修「鳥取県医師会

日常診療における糖尿病臨床講座」のプログ

ラム立案と講座の開催について

これまでどおり、地区医師会において実施して

頂くこととし、県医師会は取組みに対し補助金を

送付することとした。

各地区医師会における本年度の取組み予定は次

の通り。

東部；病診連携を主体に、かかりつけ医を対象

にしてうまく機能するよう協力したい。

中部；病診連携も念頭に置きながら、症例検討

を行いたい。

西部；病診連携を中心に将来的に地域連携パス

を目指したい。

なお、地区医師会で行われる生涯教育関連の講

演会は、年間スケジュールを組み、同時期に同じ

疾病が重ならないよう配慮頂きたい。また、製薬

業者等との共催は順次減らしていく方向で進めて

頂きたいと、本会の姿勢が示された。

（2）一般啓発事業の開催について

①「世界糖尿病デー」イベントとして、11月14日

の世界糖尿病デーに鳥取市「仁風閣」を17時30

分～21時までブルーライトアップする。本推進

会議としては初回となるが、このライトアップ

は、糖尿病の予防、治療、療養を喚起する啓発

事業として、2007年より世界各地と国内各地の

ランドマークを利用して同時に行われている。

なお、次年度以降については、世界糖尿病デ

ーイベント実行委員会より補助が出るようであ

ればライトアップを続けていきたい。

②鳥取県医師会公開健康講座を利用した講演会開

催について

次の通り公開健康講座を利用して啓発を行う。

日　時　平成21年11月19日（木）午後 2時

場　所　鳥取県健康会館　鳥取市戎町317

演　題　「糖尿病の予防と治療」

講　師　鳥取大学医学部保健学科

成人・老人看護学講座成人看護学分野

教授　池田　匡先生

2．行政の取り組みについて

（ 1）鳥取県福祉保健部健康政策課；鳥取県の糖

尿病予防対策を説明

前回、行政において治療・予防が一体化した糖

尿病対策の計画を立案し、推進会議で協議しては

どうかとご意見を頂いた。これにより、計画立案

には至ってないが、健康づくり文化創造プラン、

鳥取県保健医療計画など、既存の計画を整理し

「糖尿病予防対策（案）」をまとめた。主な内容は

次の通り。

・健康づくり文化創造プランの対策の柱と施策の

方向性としては、糖尿病予防対策の推進として、

子どもの時からの健康的な生活習慣の推進、健

診を契機とした早期発見と事後指導の強化を上

げており、特定健診、特定保健指導が関与する。

また、糖尿病患者・合併症のある者に対する適

切な医療と合併症の予防では、病診連携も含め

た取り組みを掲げている。

・次に、健康づくり文化創造プランの最終的な目

標と、それぞれの計画に記載されている対策の

方向性として、各計画で上げている内容を記載

している。平成21年具体的施策は県が関与して

いるところについてのみ記載した。

・健康な人への予防啓発は、行政・事業所を中心

に、患者のフォローは医療機関を中心に行う。

協　議
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（その他）

国の地域医療再生基金に地域医療再生計画を出

している。その中で、医療連携体制の項目も上げ

ており、 4 疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、

糖尿病）について、クリニカルパスを作ることを

協議する予算も盛り込んでいる。具体的なものは

来年度以降の事業になるが、糖尿病については推

進会議でも協議したい。

（2）鳥取県教育委員会体育保健課

公立学校の糖尿病の児童生徒数は、19年度38名、

20年度34名で、大きな変化はない。平成19年度に

「糖尿病の児童生徒に対する学校管理下における

対応指針」を作成し、対応している。19年度に対

応指針を作成するために、18年度、 1型・ 2型を

調査したが、通年は糖尿病の総数のみの把握であ

る。

なお、大学養成課程で養護教諭免許が取れる学

校が多くなったので、年々看護師免許を持たない

養護教諭が増えているが、看護師免許を持ってい

る養護教諭の割合は不明である。

〈岡本会長〉

日頃、中永教育長はじめ皆さんに大変お世話に

なっております。去る、11月 1 日学校医・学校保

健研修会を行い、続いて新任学校医・新任養護教

諭合同研修会を行いました。当日、鳥大・脳小・

大野耕策教授に『―ちょっと変わっている子を

「障害」としないために―』と題して特別講演を

頂きましたが、お話しの中から、世の中の移り変

わりで貧富の差が広がりつつある中、子ども達の

平等性を担保することがより重んじられる時代が

来ていることを感じました。

新型インフルエンザで学校現場は大変お忙しい

と思いますが、本日の議題でも教育委員会と本会

の双方から新型インフルエンザの議題が出ていま

すので、これに時間をかけて協議したいと思いま

す。

また、特別支援教育の問題、更に、本年 4月に

本会より提出した「麻しん風しん混合ワクチン

（MRワクチン）接種促進についてのお願い」な

どもご協議頂きたいと思います。

この会では、お互いの顔を見ながら具体的な議

論をすることで、子ども達を中心にした学校保健

■ 日　時 平成21年11月12日（木） 午後 4時～午後 6時

■ 場　所 白兎会館　鳥取市末広温泉

■ 出席者 〈医師会〉岡本会長、野島副会長

宮 ・天野・神鳥常任理事、井庭・笠木理事

〈教育委員会〉中永教育長、横濱参事監兼高等学校課長

松本特別支援教育課長、村山体育保健課長

藤田体育保健課健康教育係長、吉田・西尾指導主事

学校での新型インフルエンザ対策と
MRワクチン接種促進を！

＝平成21年度鳥取県医師会・鳥取県教育委員会連絡協議会＝

挨拶（要旨）
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活動に繋がると考えており、今年もこの会が開け

ることをうれしく思っております。

〈中永教育長〉

本日は年 1回の意見交換会です。日頃から岡本

会長、野島副会長はじめ理事の皆様へお世話にな

っています。また、様々な事業に対し快くご協力

頂いていることを改めて御礼申し上げます。

本日の議題は何と言っても新型インフルエンザ

のことですが、鳥取県は発症率が低かったのです

が、ここへきて増えてきました。全国的なレベル

まで行きつつあるかと思っています。ただ、あま

り重症化している例はないと思っていますが、学

校には気を緩めないよう、すぐ受診して頂くよう

勧めています。

学校行事の中で、外国への研修旅行が行われる

ため、200～300人単位ですし、渡航前に学年閉鎖

になるとか、渡航後の発症を危惧しました。幸い

それは大事には至りませんでしたが、今後入試シ

ーズンになり、人生に関わる大事な時期を無事切

り抜けられるようにと思っています。入試にあた

って何か特別措置がとれないか、検討していると

ころです。

本日は、新型インフルエンザの対応以外に、麻

しん、風しんの接種促進の話とか、特別支援教育

に関わる話も協議させて頂きます。

1．体育保健課提出議題〈村山課長説明〉

1）新型インフルエンザ対応について

①新型インフルエンザによる臨時休業の件数は、

10月中旬より増加している。

②休業等の基準（抜粋）

・複数（ 2人）の感染者が発生した時、ひとまず

3日間程度学級閉鎖する（よう要請する）。

・但し、校長の判断により集団感染のおそれが少

ないときは学級閉鎖を行わないこと。

・ 1人しか感染していないが集団感染のおそれが

ある場合は学級閉鎖を行うこと。

・この基準は、21．7．16に出したものであるが、

現在非常に多く発生しており、学校経営や授業

日数に影響が出ることが考えられることから、

見直しを提案しているが、市町村は市町村教委

の判断で決められるので、このままでいいとの

意見が多かった。

③登校許可書について

・現在、出席停止を解除する場合は、原則として

医師による「登校許可書」を提出することとな

っている。（指導の基本）

・許可書＝診断書の場合もあり、診断書料が発生

することもあるので、口頭の場合もある。

・文科省より「治癒証明書を取得させる意義はな

い」との通知が出されたが、このまま市町村へ

出しても学校は混乱するのではないか。

・このため、基本は文科省の意向通りとしながら

も、登校許可がない場合は、学校長は自宅療養

解除の要件である「解熱後 2日間の経過かつ発

症した翌日から 7日間」を出席停止の期間とし

て指示するよう要請している。登校許可がある

場合はこの限りではないと捉える。

・21．10．16付け市町村に「新型インフルエンザ対

応の変更における留意点」を発送し、『再登校

時の医師の許可証について』ほか記載している。

④学校欠席者情報収集システムについて

・県立学校、市町村、私立・国立学校は全て稼働

している。

・「学校欠席者情報収集システム鳥取県一般医師

公開用」は、学校医でない医師が見ることので

きるもの。

ID：00001 PW：doctors

鳥取県：（https://school.953862.net/tottori/

ishikoukai/）

⑤新型インフルエンザワクチンについて

・小学校 1から 3年生までの集団接種を検討中。

協議事項等
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2）心や性等の健康問題への取組みについて

・22年度の事業内容は21年度と同じ。

・「鳥取県健やかな心身の育成推進基本計画」

（学校保健計画について、鳥取県での具体的な

取組みを示したもの）を22年度に策定予定。

・政権交替で、「子どもの健康を守る地域専門家

総合連携事業」が、国の責任ではないとして見

直し対象となっており、国庫補助分がどうなる

か危惧される。

2．特別支援教育課提出議題〈松本課長説明〉

1）特別支援教育における教育の在り方の検討つ

いて

・県内において、知的障害の児童・生徒が増加し

ている。全国的にも非常に増えており、他県で

は学校の新設も行われている。

・こういったことを背景に、平成20年11月、鳥取

県教育審議会から「鳥取県における今後の特別

支援教育の在り方について」答申が出された。

・答申では、課題に対し 2つの施策として、①就

労を目的とした高等特別支援学校の設置。また

は、分校や分教室の設置。②自閉症の子供が増

加していることに鑑み、自閉症の子供を中心と

した発達障害拠点の設置、を受けた。

・このため、検討委員会を 4回開催し、21．11．13

の最終委員会（ 5回目）でまとめを作成するこ

ととなっている。

・これまでの意見としては、学校を設置してはど

うか、東部と西部の特別支援学校に発達障害教

育の拠点を設置してはどうか、などが出されて

いる。中部については、倉吉養護学校に通級指

導教室を設置している。

・対象は、通常の学校に通う児童生徒で、特別支

援学級に入らない子どもをカバーするもの。県

立の特別支援学校の中にそういった教室を設け

て対応したい。

2）平成22年度医療的ケアが必要な幼児児童生徒

学習支援事業について

・県内 5校の特別支援学校に看護師 7名を配置し

対応している。

・当初は肢体不自由を対象に、現在は知的障害の

学校にも配置している。

・医療的ケアを受けている子どもは57名で、年々

増加しており、看護師一人の時間数を増やしな

がら対応している。

・主なケアの内容は、たんの吸引と経管栄養が多

い。

・医師には、指示書の記載や指示医として協力し

て頂いているが、現在、指示料を無料として頂

いており、保護者の負担が軽減している。

3．県医師会提出議題

1）学校での新型インフルエンザ対策について

①休業等の基準に関して

・流行の初期段階と、流行が拡大してからの考え

方は違わないといけないだろう。そのため、何

パーセント休んだら何日休業、という一律的な

考え方をするのは如何なものか。

・鳥取県として括るのではなく、東部・中部・西

部で状況に応じて「積極的臨時休業」とするか

「消極的臨時休業」とするのか、対応を考えて

おいた方がいいのではないか。

・学校現場で過剰な対応にならないためにも、基

準をもう少しきめ細かくしてはどうか。

・参考資料として、大阪府教育委員会の「インフ

ルエンザ患者発生時の学校園の臨時休業基準に

ついて（通知）」及び「インフルエンザ患者発

生時の学校園の臨時休業基準Q＆A」を提示。

［体育保健課］

・基準は、「ひとまず」 3 日である。その上で、

状況を見て学校医と相談するとしてスタートし

ている。

・いつの時点で「積極的臨時休業」から「消極的

臨時休業」に移行するかは対策本部と連携して
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決めるが、市町村教委においても、市町村の実

態に応じて弾力的にできる現状の基準を維持し

たい意向であった。但し、その過程で疑問点が

出れば照会してもらうこととしている。

②登校許可書に関して

・文科省は、17報で「必要性はない」と言ってい

る。

・西部は殆ど要求されなくて、口頭でOKとなっ

ている。県内でも地域的な差があるようだが

「許可書は要らない」という考え方が出来るの

ではないか。

［体育保健課］

・文科省に確認したところ、口頭でもいいが、基

本的には「医師の登校許可を得て登校するのが

望ましい」とのことであった。但し、これは新

型インフルエンザに限っての対応で、他の感染

症は今までと変わりなく、そのため「許可書は

要らない」を出すと現場は混乱するのではない

か。

③新型インフルエンザワクチンの小児への早期接

種について

・小児の発症率が高く重症化することもあり、 1

～ 6歳までと、小学校 1～ 3年生まで前倒しし

てほしいと知事に要望したい。

④集団接種について

・数が多くなると集団接種を考えないといけない

ので、県教委も働きかけてほしい。

・10mlボトル入りワクチンを効率よく使用でき

る。

・場所は学校医の医療機関を予定し、平日は外す

ことなども考えている。

・但し、「ワクチン確保がきちんとできれば」と

いう前提が必要。

［体育保健課］

・どんな形がよいかを現在検討中なので、本日い

ただいた意見を持ち帰って県のワクチン対策チ

ームとして考えていきたい。

2）本年4月に県医師会より提出した要望書「麻

しん風しんの混合ワクチン（MRワクチン）

接種促進についてのお願い」について

［提案趣旨］

21．4．10付け鳥医発第50号にて県教育長あてに

要望書を提出したが、その後の状況はどうか。

［体育保健課］

・21年 4 月～ 9月末日現在、第 3期の特別支援学

校の接種率は50.0％（昨年度52.5％）

・21年 3 月末現在、第 3期、福祉保健部集計結果

（最終）92.0％

・21年 4 月～ 9月末日現在、県立高等学校第 4期

の接種率は47.4％（昨年度53.6％）

・21年 3 月末現在、第 4期、福祉保健部集計結果

（最終）86.4％

・この他、福祉保健部作成の、21年 6 月末現在及

び21年 3 月末現在の 1期～ 4期までの実施状況

調査を資料として提出している。

・昨年度より低い接種率になった理由は、春先に

接種した生徒が多く、その後新型インフルエン

ザの発症等により麻しんの予防接種が出来にく

い状況となったため。特に、高校 3年生につい

ては、新型インフルエンザの接種が始まること

により、麻しんの予防接種をする生徒は非常に

少ないのではないか、 3月に駆け込みで接種す

るのではないかと現場の養護教諭は予測してい

る。

［県医師会］

・ 3期、 4期の麻しん風しんの予防接種率は、本

県は昨年度全国10位前後以内で、今年 6月末現

在の接種率を昨年度同期と比較すると全て低

い。
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・新型インフルエンザの発生が麻しんの接種率に

響く可能性は多分にあるが、麻しんは昨年、一

昨年に比べ全国的にも発生率は少なくなってい

る。

・このため、95％という国の目標は達成出来ない

にしても、接種率が高まれば、全国の麻しんの

発生率が低くなることは予想される。

・努力しないと、2012年までの国の目標である麻

しん排除計画が達成できなくなる。

・ 1 期・ 2 期は市町村段階でカバーできるが、 3

期・ 4期は教育委員会が主導的に行わないと接

種率が上がらないので、是非とも要望書に記載

している「学校現場での対策（案）」を実行し

てほしい。

・養護教諭或いは保健体育教諭が（校内で個別に）

声かけをされている学校では接種率が高いよう

である。

［体育保健課］

・昨日、県立学校の校長会があったので同じ表を

提示し、接種を要請した。

・養護教諭の会で話題としたい。

・学校では未接種者を把握しているので、声かけ

を勧めたい。

4．その他

1 ）本会より、県教委が市町村教委を通じて学校

医に周知される文書は、県医師会へも送って

頂きたいと申し入れ、了承を得た。

2 ）県教委よりポスター「新型インフルエンザ

『あわてない・かからない・ひろげない』」 2

種を提示。

「世界糖尿病デー」 in 鳥取・仁風閣ブルーライトアップ（第1回）

11月14日が「世界糖尿病デー」に指定されていることに因み、標記のライトアップを下記の通り行った。

期　　　日 平成21年11月14日（土）

会　　　場 仁風閣　鳥取市東町

日　　　程 当日準備；17：00～17：30

点灯式（式典）；17：30～18：00

ライトアップ時間；17：45～21：00

撤収；21：00～22：00

入　場　者 180名

主　　　催 鳥取県糖尿病対策推進会議・日本糖尿病学会・日本糖尿病協会・鳥取県医師会

点灯式における挨拶

鳥取県糖尿病対策推進会議・副委員長（日本糖尿病協会・副理事長）

武田　倬先生（鳥取県立中央病院・院長）

鳥取県糖尿病対策推進会議・委員

藤井秀樹先生（鳥取県福祉保健部・医療政策監・次長・健康政策課長）

鳥取県糖尿病対策推進会議・委員（日本糖尿病協会・鳥取県支部長）
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池田　匡先生（鳥取大学医学部保健学科・教授・学科長）

運　　　営 鳥取県立中央病院内科医長　楢 晃史先生を中心に（医療局・看護局・医療技術局）、鳥

取看護専門学校学生の協力を得て運営。

イベント委託業者

オハラ企画　（鳥取市行徳　TEL 22－2710）

後援依頼先 鳥取県・鳥取市、地区医師会、及びマスコミ各社

広　　　報 ポスター（B2版　 2色刷り）150枚印刷

チラシ　（A4版　ポスターと同じ内容）6,000枚印刷

鳥取県医師会ホームページ掲載

ポスター・チラシ（チラシのみの所も含む）配付先

全医療機関、日本糖尿病協会登録施設となっている歯科医療機関及び栄養士、後援先、関

係団体

武田　倬先生 藤井秀樹先生 池田　匡先生

〈ポスター・チラシ〉
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〈岡本会長〉

有床診療所問題は日医も力を入れている。休日

や夜間の入院など有床診療所が使いやすいが、診

療報酬では入院基本料がホテルより安い。今後の

あり方、方向についてご協議していただき、協議

会を立ち上げる方向でご意見をお願いしたい。

1．経過報告

○全国の医師会での設立状況は39道県で設立済

み。最初は昭和61年に福岡県で設立、東京や大

阪などは未設置で、中国四国では島根と鳥取が

未設置である。

○　全国会議の開催状況は、昭和63年に設立総会

が横浜市で開催され、以降毎年、全国持ち回り

で開催されており、本年度は 8月 1～ 2日、熊

本市において開催された。平成22年度は 7月31

日に岡山市で開催される。

○平成21年 4 月に県内の有床診療所68施設を対象

に稼働状況などのアンケートを実施した。60施

設からの回答（回答率88.2％）があった。詳細

については鳥取県医師会報10月号に掲載してい

る。

その他、各委員から有床診療所の現状について、

診療報酬が低すぎて運営が非常に厳しい、看護師

特に夜勤の確保が困難で運営に支障を来してい

る、産科は自由診療が多い、眼科は 1泊 2日など

の入院で他科の有床診療所とは趣が異なる、など

の意見があった。

また、ハイリスク周産期は基幹公的病院に集約

化しているが、そこでの分娩では他施設に比べて

費用が安いことから通常分娩までもが集まる傾向

にあり困惑している、との意見もあった。

2．規約案について

鳥取県有床診療所協議会規約（起草案）につい

て確認し、一部修正した。

3．役員選任候補案について

会長、副会長、理事、幹事、監事について協議

し、発起人全員を役員とし、互選として候補者を

内定した。なお、医師会長を顧問とし、幹事は医

師会の担当役員とした。

また、発起人代表は池田光之先生（鳥取市）を

選出した。

4．会員の募集について

設立趣意書、入会申込書などの関係書類を県内

の有床診療所、賛同する会員等に案内することと

した。会費は全国会費7,000円と県会費3,000円の

計10,000円とする。

なお、募集案内、取りまとめ等については各地

区医師会長にお願いする。

5．設立総会について

期日は、平成22年 5 月16日（日）又は 9日（日）

とし、設立の式典、記念講演、祝賀会などを予定

している。案内は、日医、中国四国各県医師会、

全国協議会など。

■ 日　時 平成21年11月28日（土） 午後 4時～午後 5時10分

■ 場　所 鳥取県医師会館　鳥取市戎町

有床診の復活を求める
＝鳥取県有床診療所協議会設立発起人会＝

議　事

挨拶（要旨）
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なお、有床診療所の看護師などにも出席してい

ただき、会を盛り上げることとする。

6．その他

○院外処方の施設では、入院患者への投薬につい

て薬局から持って来られない、在庫管理、デッ

ドストックなど薬の確保が困難な状況がある。

■ 日　時 平成21年11月12日（木） 午後 2時～午後 4時

■ 場　所 日本医師会館　 3 F小講堂　文京区本駒込

■ 出席者 明穂理事、事務局：高岸主事

医療の質の維持と向上、公共性の観点により
税制への要望を続けてゆく

＝平成21年度日医税制担当理事連絡協議会＝
理事　　明　穂　政　裕

〈唐澤日医会長〉

第45回衆議院総選挙において、民主党が衆議院

第一党となり民主党を中心とする新政権が発足し

た。今回の選挙結果は、国民が長年に亘り社会保

障制度をより充実したものにすることを強く求め

たものであると考える。

他方、昨年 9月のリーマンショック以来、世界

経済が依然として混迷している。とりわけ我が国

の経済は失業率が急速に悪化するなど極めて深刻

な状況にあり、医療機関の経営において厳しい状

挨　拶

鳥取県有床診療所協議会設立発起人会名簿

所　属　／　職　名 氏　　名 備　　考

鳥取県医師会　会　　長 岡　本　公　男

副 会 長 富　長　将　人

常任理事 宮　 博　実

理　　事 明　穂　政　裕

理　　事 米　川　正　夫 担当

梅澤産婦人科医院　院長 梅　澤　潤　一 県医推薦（産婦人科）

米子中海クリニック　副院長 小　嶋　達　也 県医推薦（内科）

野の花診療所　院長 徳　永　　　進 東部推薦（内科）

池田外科医院　副院長 池　田　光　之 東部推薦（外科）

森本外科脳神経外科医院　院長 森　本　益　雄 中部推薦（外科）

赤碕診療所　院長 青　木　哲　哉 中部推薦（内科・外科）

西部医師会長・魚谷眼科医院　院長 魚　谷　　　純 西部推薦（眼科）

母と子の長田産科婦人科クリニック　副院長 長　田　直　樹 西部推薦（産婦人科）
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況におかれている。我々執行部としても、医療に

関わる諸問題についてこれまでと同様に政府に対

し意見を申し述べていき、一層日本医師会として

取り組んでいく。その中でも税制については、会

員の医療機関に直結する問題として会内において

も医療に関わる税制を守るべく医業税制検討委員

会を始め十分に議論を行うとともに、要望の実現

に向けて従来通り関係各方面に働きかけを行って

いる。新政権については、医療機関の財政につい

てまだ理解いただけてない部分があるかと思われ

るので、全て詳細に説明する責任があると思う。

本日は、平成22年度税制改正要望について、ま

た、税制要望の進め方について、日本医師会と各

都道府県医師会の先生方との間で認識を共有して

いただきたい。医療や介護を担う病院・診療所等

が医業経営の安定を図り、確固とした経営基盤を

整え継続できるものとするため、本日の会が実り

あるものとなることを切に願う。

1．平成22年度　税制改正要望について

〈今村聡日医常任理事〉

1）税制要望項目について

例年、日医・都道府県医師会役員、病院の役員

及び会計士をメンバーとした医業税制検討委員会

において税制改正要望をまとめている。平成22年

度の税制要望については、 8月18日の日医理事会

において承認され、全25項目のうち、19項目を重

点項目としている。

税制改正要望の各項目について説明があった。

重点項目は以下のとおりである。

○消費税対策（社会保険診療報酬等に対する消費

税の非課税制度をゼロ税率ないし軽減税率によ

る課税制度に改善。課税制度に改めるまでの緊

急措置として、設備投資に係る仕入税額控除の

特例措置創設。）

○たばこ税の税率引き上げ

○特定医療法人、社会医療法人及びその他の公益

性を有する医療機関への寄付者に対する税制措

置

○社会医療法人認定取消時の税制措置

○社会保険診療報酬等に対する事業税非課税存続

○医療法人の事業税について特別法人としての税

率課税存続

○産科医療対策（分娩を取り扱う産科・産婦人科

において、自由診療報酬に係る所得の事業税の

課税対象からの除外など。）

○勤務医師に対する所得税軽減

○医業承継時の相続税・贈与税制度の改善

○設備投資対策（医療用機器に係る特別償却制度

の拡充。中小企業投資促進税制の適用期限延長

及び拡充。情報基盤強化税制の適用期限延長及

び拡充。病院・診療所用の建物の耐用年数を短

縮。医療機関が取得した耐震構造建物、防災構

造施設・設備等に係る税制上の特例措置創設。）

○社会保険診療報酬の所得計算の特例措置（いわ

ゆる四段階制）存続

○新たな医療法人制度において、旧医療法に定め

られた持分の定めのある社団医療法人が新たな

医療法人に移行する際に、医療法人・出資者等

に課税が生じないよう必要な措置を講ずること

○医療法人の法人税率を30％から22％に引き下げ

ること

○介護費用に係る所得控除制度創設

○公益法人制度改革に関わる所要の税制措置

また、過去日医において、平成16・17年度の消

費税の実態調査（社会保険診療等収入に占める控

除対象外消費税の負担割合等）を実施しているが、

新たなデータを得るため、平成18・19年度分の調

査を日医総研において日本医師会の会員医療機関

を対象に行った。結果は、有効回答全体では18年

度、19年度ともに2.2％であり、年度が変わって

も大きな変化がなかった。病院と有床診療所、無

床診療所の別では負担割合に大きな差は認められ

ない。病院の種類別に見ると、「一般」は負担割

合が高く（2.3％）、「療養」と「精神科」は比較

的低い（1.4～1.6％）。病床規模が大きい病院は負

協　議
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担割合がやや高くなる傾向がみられる。

2）医療機関に関わる税制問題について

今後、地方税と国税（租税特別措置）の医療機

関に対する特例措置等が見直しの対象となった場

合には、医療機関に大きな影響が及ぶことが懸念

される。

地方分権改革の流れを受けて、地方税について

も、課税自主権の拡大、すなわち地方税の課税標

準及び税率等について、できる限り地方自治体が

決定すべきであるとの考え方が急速に強まってい

る。全国知事会では、地方税法で定めている各種

の非課税措置の整理縮小と新設等の抑制を求めて

おり、とりわけ事業税の社会保険診療報酬に対す

る非課税措置の廃止を主張している。また、全国

市長会も同様に地方税法上の、とりわけ固定資産

税の非課税措置等の整理合理化を主張している。

医療機関の公益性に応じた措置として、地方税

法において一定の非課税措置等を講ずることは十

分に合理性を有しており、社会保険診療報酬に係

る事業税の非課税措置等現行制度の存続について

は、引き続き日医の課題として取り組んでいく。

一方、医療機関に対する各種減免措置等につい

ては、各地域の実情に応じて従来から地方自治体

ごとに条例で定められている。これらの措置の存

続や創設等の要望について、日医としては、都道

府県医師会あるいは郡市区医師会に対して情報提

供等の支援を行うが、地方自治体の「課税自主権」

そのもの（地方税法ではなく地方自治体の独自の

判断に基づく措置）として働きかけるべきもので

あることから、都道府県医師会あるいは郡市区医

師会が取り組んでいただく必要がある。

2．医療法人の事業承継税制・移行税制について

〈厚労省医政局指導課　高宮裕介課長補佐〉

厚生労働省として、平成22年度税制改正要望に

「医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予等の

特例措置の創設」を要望している。内容について

は、持分のある医療法人において、出資者の死亡

に伴う相続税のために、相続人が出資持分の払戻

しを請求する等により、医業の継続に支障を来す

ことのないよう、持分のある医療法人のうち、持

分のない医療法人への移行を検討するものについ

ては、①出資者の死亡に伴い相続人に発生する相

続税の納税を 3年間猶予するとともに、 3年以内

に一定の要件を満たす持分のない医療法人に移行

した場合に、猶予税額を免除する。②相続人や出

資者が出資払込額の払戻しを受けた場合等に残存

出資者に発生するみなし贈与の課税を 3年間猶予

するとともに、 3年以内に一定の要件を満たす持

分のない医療法人に移行した場合に、猶予税額を

免除する。

また、去る10月 8 日に平成21年度第 1回税制調

査会が開催され、税制改正要望の見直しについて

留意点が示された。その 1つに「既存の租税特別

措置等についてゼロベースからの徹底した厳しい

視点に立って見直しを行った上で、その成果を税

制改正要望に含めて提出するものとする」とある。

1年で見直しを行うのではなく、今後 4 年間かけ

て見直しを行うとのことである。

今後、税制調査会の場で、税制調査会委員であ

る長浜厚生労働副大臣を中心に、この度の相続

税・贈与税の納税猶予等の特例措置創設の実現に

向けて活動し努力するが、既存の事業税非課税措

置及び軽減措置、社会保険診療報酬の所得計算の

特例措置についても、存続の必要性をしっかり確

認していくことが大事だと考えている。また、医

療現場の先生方の地域医療をしっかり支えるよう

な財政体系が出来るよう、厚生労働省として努力

するのでよろしくお願いしたい。

3．その他

今後、日医において税制担当のメーリングリス

トを作成したいと考えている。各都道府県医師会

の担当の先生の個人アドレス及び、事務局のアド

レスを登録していただき、日医の取り組み状況等

を出来るだけ迅速に情報提供したい。また、各都

道府県医師会から現場の意見、状況等もお知らせ

いただきたい。
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■ 日　時 平成21年11月13日（金） 午後 7時～午後 8時40分

■ 場　所 リーガロイヤルホテル広島　広島市中区基町

今後は、新型インフルエンザの第2波に向けた対応も
＝平成21年度中国四国学校保健担当理事連絡会議＝

常任理事　　天　野　道　麿

標記の連絡会議が広島県の担当で開催され、笠

木理事とともに出席しましたので、その概要を報

告します。

当日は、日医より内田健夫常任理事が出席され、

各県より提出された議題が10題あり、熱心に討議

されました。

議題1：学校における新型インフルエンザ対策に

ついて（鳥取県）

議題2：新型インフルエンザに対する学校医の対

応について（島根県）

議題8：学校等の休業の目安について（愛媛県）

議題10：新型インフルエンザにおける学級閉鎖、

休校などの判断基準について（広島県）

議題 1、議題 2、議題 8、議題10は一括討議さ

れた。

中国四国では、インフルエンザによる休業期間

は鳥取県が 3 日間、島根県、岡山県、広島県が 4

日間、山口県が 5日間、四国の 4県が 7日間とな

っている。

新型インフルエンザワクチンの10mlは各県と

も使用しにくいとの意見であった。

治癒証明書については、原則、不必要であるが、

治癒証明書がいらないとなると中高校生でずる休

みをする生徒があるといった意見もあった。

インフルエンザ予防接種の一部助成について

は、市町村により異なるが 5 県で助成しており、

1,000円から3,000円の範囲であった。対象は就学

前の幼児あるいは中学生までと、まちまちである。

新型インフルエンザの予防接種に関して、集団

的個別接種（学校医の医院、学校の近くの医院で

接種する）も考慮しないといけないといった意見

もあった。

学校欠席者情報システムを活用することにより

インフルエンザ等の感染症の発症に対して迅速に

対応できる。しかし中国四国でこのシステムを導

入しているのは、島根県、香川県、鳥取県の 3県

だけである。

日医の見解としては、感染症の早期把握の目的

で学校欠席者情報システムを導入して取り組むと

よいが予算がネックとなる。新型インフルエンザ

による学級閉鎖については、 2名の患者が発症し

た時点で対応して 7 日間程度の休業にするとよ

い。新型インフルエンザワクチンの10mlは24時

間以内に、 1 mlはその日のうちに使用するとい

うのでは矛盾がある。治癒証明書の要、不要につ

いては、教育現場への根回しが必要である。そう

しないと教育現場が混乱する。今後は、新型イン

フルエンザの第 2波に向けた対応が必要とのこと

であった。

議題3：学校における結核集団発症（感染）予防・

対策について（島根県）

島根県で非常勤講師が結核の感染源となった事

例があったと報告された。これに対して日医の見

解では、非常勤講師にも検診が必要であるので、

現在検討中とのこと。



鳥取県医師会報 09．12 No.654

28

議題4：エピペンが処方されている児童・生徒数

とエピペンの学校での使用について

（岡山県）

岡山県では、エピペンが処方されている児童・

生徒は15名で、高知県では13名であるが、両県と

も学校で使用された事例はないとのこと。

愛媛県では、食物アレルギーシンポジウムでエ

ピペンの具体的な使用方法を、100本のエピペン

の見本を用意して参加者全員に実際に使用しても

らい練習を行ったとのこと。

議題5：学校における内科健診時の女子生徒の服

装について（山口県）

各県とも女子生徒の内科健診時の服装について

は問題を抱えている。体操服を着用したままでは

脊椎側弯の診療も無理で、学校によっては服の上

から聴診をしているところもあるとのこと。島根

県は、この件に関して結論のでない問題であり、

健診をする側と学校サイドとの見解の相違はどう

にもならないとのこと。

日医の受ける印象では、女子生徒の内科健診の

問題は、文科省も関わりたくないような感じがす

るとコメントしておられた。

議題6：学校における身体計測に伴うクリニカル

パスについて（徳島県）

各県ともクリニカルパスは作成されてないとの

こと。

議題7：小児生活習慣病検診について（香川県）

島根県の浜田市では昭和60年から小児生活習慣

病検診に取り組んでおり、脂質検査でLDLコレ

ステロールが平均値、高値者の頻度とも明らかに

低下しているとの報告があった。

多くの県で一部の市町しか小児生活習慣病検診

をしていないので県全体の把握ができてないとの

報告があった。

広島県、山口県では小児生活習慣病検診を行っ

てなく、公的な補助金がないと検診の実施は無理

とのこと。

日医の見解としては、小児生活習慣病検診は学

年を区切ってする、ハイリスクグループ、前回の

検診でひっかかった児童・生徒を対象とするとよ

い。予防に関しては、何が重要かポイントを絞る

ことが大切であると述べておられた。

議題9：禁煙指導におけるブリンクマン指数の条

件緩和について（高知県）

ブリンクマン指数が200を超えると保険医療の

対象となるが、その条件を緩和して欲しいとの要

望が多くの県で提案された。タバコ税を値上げし

たらよいとの意見が 3県であった。
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「地域ぐるみで支え合おう子どもの健康と安全」

をメインテーマとして、第40回全国学校保健・学

校医大会が11月14日（土）広島市（広島県医師会

担当）で開催された。

午前中に 5つの分科会があり、それぞれにおい

て研究発表が行われた。

○第1分科会『からだ・こころ』生活習慣病

地域の健康プロモーターとしての学校医の実践

報告、「児童生徒の生活習慣改善健康教育マニュ

アル」作成について（東京都医師会）、給食の摂

食状況から推定する健康状態の把握に関する取り

組み、肥満症児童・生徒への取り組み、非肥満高

校生におけるインスリン抵抗性に関すること等、

主に生活習慣病に関する発表が10題があった。

○第2分科会『からだ・こころ』学校健診・実態

調査

学校腎臓病健診、学校検尿25年間の軌跡、小児

慢性腎臓病（CKD）対策、学校心臓健診での問

題点と解決策、学校での運動器健診の実施、小学

校のアレルギー疾患の実際調査等、10題の発表が

あった。

○第3分科会『からだ・こころ』こころ・健康教

育

喫煙・飲酒に対しての意識調査、学校医による

小・中学校での防煙教育、学校医による喫煙防止

出前授業、就学児健診における発達障害スクリー

ニングの試み、メディア環境がコミュニケーショ

ン能力や睡眠障害・肥満に及ぼす影響、周産期か

らの虐待予防の取り組み、小学生両親の10代の性

教育についてのアンケート調査等、11題の発表が

あった。

○第4分科会『耳鼻咽喉科』

耳鼻咽喉科学校医研修会等の耳鼻科健診関係、

オージオメーターの実態調査、スギ花粉症QOL

アンケート調査、児童生徒のアレルギー性鼻炎・

花粉症の実態調査、中学生の「乗り物酔い」の実

状調査と適切な対策作りの重要性等、計10題の発

表があった。

○第5分科会『眼科』

眼科健診、幼稚園・保育園での視力検査と弱視

予防に向けての試み、子どもたちの眼鏡処方の問

題点、高校でのコンタクトレンズケース内細菌環

境、アレルギー性結膜炎の実態調査等、計 9題の

発表があった。

昼に、都道府県医師会連絡会議が開催され、次

期担当を群馬県医師会とすることが決定された。

平成22年11月20日（土）前橋市で開催される予定

である。

午後の開会式で挨拶した唐澤会長は、多様化す

る児童生徒の健康問題に適切に対応するために、

専門の医師が児童生徒の保健指導や健康教育にか

■ 主　催 日本医師会（担当　広島県医師会）

■ 日　時 平成21年11月14日（土） 午前10時～午後 7時30分

■ 場　所 リーガロイヤルホテル広島　広島市中区基町

地域ぐるみで支え合おう　子どもの健康と安全
＝第40回全国学校保健・学校医大会＝

理事　　笠　木　正　明
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かわることが必要だと指摘。日医としても専門の

医師と学校をつなぐシステムの拡充等、学校保健

の現場の環境整備に引き続き力を入れていくこと

を述べられた。

その後、「『学校現場における救急体制』～学校

で子どもが突然倒れたら～」をテーマにシンポジ

ウムが行われた。基調講演と 4人のシンポジスト

による講演と質疑が行われた。

○基調講演「安全な学校生活のために：事故防止

対策を中心に」〈広島大教授　小林正夫〉

学校医は学校保健のみならず、学校安全にも関

わりをもって活動する必要性があることを述べら

れ、「学校保健法」の改正などを解説、学校にお

ける事故と事故予防について詳しく述べられた。

また、新型インフルエンザにおける学校での対応

について、「積極的臨時休業」は感染抑止の防疫

上の効果がみられること、「消極的臨時休業」は

感染が拡大した段階であり、基礎疾患をもつ者な

どハイリスク者がいる集団ではハイリスク者を感

染から守る観点から臨時休業が考慮されるべきで

あることも述べられた。

○「学校救急体制の確立と養護教諭の役割」

〈東広島市立志和中学校養護教諭　沖西紀代子〉

学校前で起こった交通事故の体験が、学校安全

や救急体制を考える原点となったことを述べら

れ、現在勤務している中学校での取り組みを紹介。

学校医や教職員と連携して危機管理マニュアルの

作成や共通理解のために養護教諭が積極的に情報

発信して、内容の充実等に積極的にかかわってい

くことを述べられた。学校現場における適切な

AED設置場所の検討が必要なことにも言及され

た。

○「学校医は何ができるか？ 何をするべきか？」

〈呉市医師会副会長　渡辺弘司〉

「学校医の救急医療に対する意識調査」の結果

を中心に、学校で子どもが倒れたら学校医は何を

する必要があるのか、何ができるのか？　学校に

おける救急医療について学校医の意識と認識、学

校現場の現状と要望などを参考に、救急に対する

学校医の行うべき課題について述べられた。学校

医は、救急医療を行う心構えはあるが、実際に学

校現場で対応することは難しいと考えている医師

が多い。学校医ができることは、ある程度の救急

医療に関する知識と技術を身につけておくこと、

対応できる範囲内でハイリスクの子どもの管理体

制の充実や救急時の日頃の対策、緊急時の救急医

療施設等との連携を確保・指導しておくべきであ

ること等を述べられた。

○「学校における救急搬送状況について」

〈広島市消防局　山下　聰〉

広島市消防局管内の「学校における救急搬送状

況」を分析した結果を報告された。学校は、児童

生徒、教職員や保護者や地域住民など多くの人が

利用する施設であり、学校関係者に対する応急手

当の指導に、重症化につながる熱中症・アナフィ

ラキシーショックなどの対応を含めること、突然

死を防ぐため関係機関と連携した救急体制づくり

が大切であることを述べられた。

○「地域でつくるセイフティーネット：救急医療

の現場から」〈広島大教授　谷川攻一〉

学校現場で発生している児童の疾患を外因性疾

患と内因性疾患に分けて、その対策について説明。

重篤な生徒を救うためには、学校現場、学校医、

救急医療機関の連携体制作りが重要であること、

地震などの自然災害、熱中症や食中毒などの集団

災害発生時におけるトリアージの考え方、対応の

仕方についても言及された。
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開　会 飯沼雅朗日本医師会常任理事

〈唐澤 人会長〉

日本医師会では、昭和62年から自主申告による

生涯教育制度を実施しており、現在約13万人、 7

割を超える会員に毎年生涯教育の申告をして頂い

ている。しかし、近年、医師が学習する姿を国民

から見える形で評価することができないか、とい

う要望が多く寄せられるようになった。

そこで、生涯教育推進委員会の委員を中心に、

生涯教育カリキュラム〈2009〉を作成し、学習の

目標を明確にした。一般目標では「頻度の高い疾

病と傷害、それらの予防、保健と福祉など、健康

にかかわる幅広い問題について、わが国の医療体

制の中で、適切な初期対応と必要に応じた継続医

療を全人的視点から提供できる医師としての態

度、知識、技術を身につける」としている。

来年度から生涯教育制度の実施要綱を改定する

こととした。基本的には、①単位に時間的概念を

入れ、同時に学習項目をコード化した。②日医雑

誌やｅ－ラーニングで学習して頂く場合、問題を

設けて、一定以上の正答率の方に単位とコードを

付与する。③認定証に 3年間の有効期限を明記し

た。

今回の改定は、徒に会員の負担を増やすもので

はなく、医師が学習する姿を国民から見える形に

するもの。いつでも、どこでも、だれもが医学の

進歩という恩恵を享受できることが国民皆保険制

度の基本精神であり、この精神を体現するために

も、私たち医療者、取り分け医師が不断に生涯教

育に取り組む姿を示し、それを客観的に評価する

制度が必要である。

本日は、忌憚のないご意見を頂戴したいと考え

ている。

○なお、本県武田理事より以下のような発言がな

された。

1 ．「日医生涯教育協力講座」及び「日本医師

会生涯教育特別講演会」について

製薬メーカーとの共催の講演会の開催は、医

療倫理の面から考えると、現在の社会に受け入

れられないのではないか。このため、本県にお

いては、県医師会段階の講座では製薬メーカー

の協賛を受け入れていないし、地区医師会にお

いても順次そうして頂くよう要請している。

また、県医師会で行うものは、出来るだけ各

科共通のテーマを扱うようにしている。

なお、製薬メーカーからの助成は、個々に配

分するのではなく、各メーカーから寄付を集め

てファンドをつくり、日医で審議して各県に配

分してはどうか。各科共通のテーマではメーカ

ーの協賛が得られにくいなどもあり、要望した

い。

■ 日　時 平成21年11月19日（木） 午後 2時30分～午後 4時30分

■ 場　所 日本医師会館　 3 F小講堂　文京区本駒込

■ 出席者 武田　倬理事（生涯教育委員長）

国民も理解し、医師会員が納得して参加出来る
生涯教育制度を

＝平成21年度都道府県医師会生涯教育担当理事連絡協議会＝
理事　　武　田　　　倬

挨拶（要旨）



2 ．生涯教育と総合医の関連について

生涯教育と総合医は別のものである、と認識

は理解できる、将来、合併された 3学会（日本

プライマリケア学会、日本家庭医療学会、日本

総合診療医学会）と日医も共同歩調を取るとす

れば、（日医の総合医を取得したら）他の学会

については専門医の形で資格を取ったほうがい

いのではないかと質問が出るのではないか。そ

の辺りもご議論頂きたい。

1．生涯教育制度関連事項報告

〈飯沼雅朗日医常任理事〉

1 ）平成20年度生涯教育制度

・修了証取得者［年間10単位以上履修者］

100,329人（鳥取県503人）

・認定証取得者　23,835人（鳥取県129人）

・申告者数　132,885人（鳥取県622人）

・申告率　74 .0％［診療所80 .3％　病院他

65.7％］（鳥取県86.5％：診療所88.9％　病院

81.2％）

2）指導医のための教育ワークショップ

・日本医師会では、年 2 回開催

・平成21年 4 月より、研修医 5人に対して指導

医 1 人が必置となった。

3）日医生涯教育協力講座セミナー

・21年度は、①ウイルス感染症における予防と

治療　②生活習慣病診療のUP to Date ③

肺の生活習慣病COPD〈慢性気管支炎・肺気

腫〉を、都道府県医師会生涯教育委員会で企

画立案されるよう提示した。（本会ではいず

れも開催せず）

4）日本医師会生涯教育協力特別講演会「最先端

医療はここまで進んだ」を次の通り開催

第 1回（東京）平成21年10月23日

第 2回（名古屋）平成21年11月12日

第 3回（福岡）平成21年12月 6 日

第 4回（仙台）平成22年 1 月21日

第 5回（大阪）平成22年 2 月 4 日

5 ）e－ラーニング

・生涯教育on-lineにおいてe－ラーニング教材

を提供［http://www.med.or.jp/cme/］

・カリキュラム、日医雑誌もPDF形式で全文

掲載

・ビデオライブラリーや、セミナー開催状況も

情報提供

・インターネット生涯教育講座として、平成21

年 6 月より「医療倫理」「めまい」を配信、

「メディカルサポートコーチング」「胸痛」

「高血圧症」について、現在作成中

2．生涯教育推進委員会活動報告

平成22年度「日本医師会生涯教育制度」実施要綱

について〈福井次矢　生涯教育推進委員会委員長〉

《日本医師会生涯教育制度》

○概略

・申告は従来通り、郡市医師会から都道府県医

師会を通じて毎年行う。

・生涯教育カリキュラム〈2009〉の内容を取り

入れるよう努め、カリキュラムコード（略

称：CC）も申告する。（84のテーマにカリキ

ュラムコードを付与）

・連続する 3 年間で生涯教育カリキュラム

〈2009〉のうち30単位以上、かつ30カリキュ

ラムコード以上の取得者に「認定証」を発行

する。

・ 1 年ごとに発行していた修了証は発行せず、

学習単位取得証を発行する。

・日医雑誌やe－ラーニングの自己学習に評価

を導入した。

・認定証には有効期限（ 3年間）を明記する。

1 ．生涯教育カリキュラム〈2009〉（日医雑誌

2009年 4 月号に同封）

2．「学習単位取得証」の発行

・取得単位と取得カリキュラムコードを記載

する。

・平成22年度、0.5単位以上取得した申告者
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に対し、平成23年10月 1 日付けで交付する。

3．認定証の交付

・連続する 3 年間の合計単位が30単位以上、

かつ、カリキュラムコードが30コード（同

一の取得は 1コードとする）に達したもの

に、12月 1 日付けで 3年間の有効期限を明

記した「認定証」を発行する。

・Ｂ5版からＡ4版とし、資質も上げる。

4．制度変更に伴う暫定措置

制度変更に伴う暫定措置として、平成21年

度修了証（平成22年10月 1 日付）を発行した

者全員に、生涯教育認定証（平成22年12月 1

日付け）を発行する。有効期間は、平成25年

11月30日まで。

○単位設定（ 7通り）

以下のように単位を定める。

1．日本医師会雑誌を利用した回答（アセスメ

ント付）

・日医雑誌に掲載された問題に対する回答

は、日医が証明・取り扱いを行う。

・日医雑誌 1号につき、 1単位・ 2カリキュ

ラムコードを取得可能。

・ 1 カリキュラムコードについて 5 題出題

（ 1号につき計10題）

・回答はインターネットまたは、葉書により

行う。（回答はいずれか 1回限り）

・ 1カリキュラムコードにつき、アセスメン

トにより60％以上の正答率を得たもの（ 5

問中 3 問以上正解）に、0.5単位を付与す

る。

・正答率を満たさないものには単位を付与し

ない。

・毎月、 2カリキュラムコードをクリアして

いくと、毎月 1単位ずつ取得でき、 2カリ

キュラムコードが取得できる。

・単位、カリキュラムコードの取得には、年

間の上限を設けない。

2 ．日本医師会e－ラーニング（アセスメント

付）

・日医が証明・取り扱いを行う。

・インターネット生涯教育講座、インターネ

ット生涯教育協力講座、日本医師会治験促

進センター・臨床試験のためのe Training

center（調整中）の 1コンテンツ（約30分）

につき、0.5単位・ 1 カリキュラムコード

を取得。

・アセスメントで、60％の正答率を満たした

者に単位・カリキュラムコードを付与す

る。

・正答率を満たさなかった場合は、再回答が

可能である。

・年間の単位・カリキュラムコードには、上

限を設けない。

3．講習会・講演会・ワークショップ・学会等

・講義時間 1時間 1単位とし、 1講習会 1日

の上限は 5 単位まで。（例： 2 日間10時間

【 1日 5時間】以上16時間でも10単位まで）

（最小単位は30分、0.5単位（30分未満は不

可）。例えば、90分であれば、1.5単位 3

カリキュラムコードの取得が可能）

・アセスメントはなし

・カリキュラムコードの上限は単位数の 2倍

・ 1 カリキュラムコードの付与は最短30分

（0.5単位）

・プログラム及び参加証にカリキュラムコー

ドを掲載する。

・演者、講師も単位の扱いは同じ。但し、カ

リキュラムコード・ 2も付与可。

・年課の単位・カリキュラムコードとも上限

を設けない。

（ 1 ）日本医師会（日本医学会を含む）、都

道府県医師会、郡市区主催によるもの

（ 2）日本医学会総会及び日本医学会加盟学

会（都道府県単位以上）の主催による



もの（現在107分科会）

・都道府県医師会の承認は不要

・カリキュラムコードは単位数の 2倍

を上限に自己申告する。

（ 3）前記以外の各科医会、都道府県単位未

満の日本医学会加盟学会など、各種団

体主催によるもの

・原則として、都道府県医師会（また

は郡市区医師会）が事前に承認を行

いカリキュラムコードを付与する。

・主催者が事前に都道府県医師会に申

請することを原則とする。

4．医師国家試験問題作成

・都道府県医師会に提出されたものについて

1題 1単位

・カリキュラムコードは「84」のみ付与

・グループで作成されたものについても 1人

1単位

・問題作成による年間単位の上限は 5単位ま

で

5．臨床実習・臨床研修制度における指導

・研修者（学生や研修医） 1人を 1日指導す

ることにより 1単位

・カリキュラムコードは「 2」のみ付与

・年間の単位の上限は 5単位まで

・研修病院、郡市区医師会が証明する。（様

式見本を提示）様式見本は日医ホームペー

ジからダウンロード可能。

6．体験学習（共同診療、病理解剖見学、手術

見学等の病診・診診連携の中での学習）

・体験学習は、施設長・所属長等が証明・取

扱いを行う。

・ 1時間 1単位で、上限は 1回 5単位まで

・最小単位は30分で0.5単位（ 1 カリキュラ

ムコードは最短30分）

・カリキュラムコードは単位数の 2倍を上限

に自己申告とする。

・年間の単位取得・カリキュラムコードの取

得には上限を設けない。

・報酬を得るものは体験学習としない。

・施設長・所属長等が発行する証明様式。

（様式見本を提示）様式見本は日医ホーム

ページからダウンロード可能。

7．医学学術論文・医学著書の執筆

・ 1回（または 1件）あたり 1単位。

・カリキュラムコードは 1 回（または 1 件）

につき、 2つまで自己申告。

・医学学術論文は題名・掲載誌・掲載頁・掲

載年を、医学著書は書名・出版社・刊行年

等を記入する。

・年間の上限は 5単位、10カリキュラムコー

ドまで

・共著者も同じ

8．その他

・単位の取り方は、 1年間で30単位修得して

も、10単位ずつ 3年間でも構わない。

○都道府県医師会から事前に寄せられた質問に対

する回答（日医文書21．11．27付；生80）

1 ．制度全般について

Ｑ； 3学会の合併や、総合医の 2階建て構造

など、総合医との関連について

Ａ；今回の改定はあくまでも生涯教育制度の

底上げであり、総合医制度との関連はな

い。

いわゆる総合（診療）医認定制度につ

いては、合併する 3学会との関係も含め

て本会学術推進会議に議論を委ねてお

り、報告書が出た段階で改めて執行部で

検討する。

Ｑ；医療機関の開設者になる条件とされない

か。

Ａ；国の制度とは全く趣旨の違うものであ
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り、生涯教育制度は医師の自律的な取り

組みである。万一、そのような動きがあ

れば、絶対にそうならないよう対応する。

Ｑ；運用の定期的な見直しについて

Ａ；生涯教育制度の大規模な改正は、平成 4

年の単位制の導入、平成 7年の認定証の

発行以来15年振りで、その後も、一括申

告の導入（平成 9 年）、日医雑誌読後回

答の導入（平成11年）、インターネット

回答の導入（平成14年）、e－ラーニン

グ・医師国試作成・指導医への単位付与

（平成16年）等小規模な改正を行ってお

り、当然、適宜見直しを行う。

Ｑ；制度が複雑になり、ハードルが高く、申

告率が低下するのではないか。

Ａ；日本医師会でも日医雑誌やインターネッ

トを活用するなど学習方法を多様化する

とともに、全会員にパンフレット等で周

知することを考えている。また、多くの

会員が申告しやすい環境整備を行ってい

く予定。

これまでも申告率上昇のためのご努力

をいただいているが、引き続きご協力を

お願いしたい。

Ｑ；講演会のみの出席で認定証を取得するこ

とが望ましいのではないか。

Ａ；講演会のみの出席で認定証を取得するこ

とも当然可能。一方で、広域地域や離島

などを持つ地域からは講演会に出席がで

きなくても認定証を取得できるようにし

てほしいという要望もあり、今回自己学

習の範囲を広げた。そして学習の質を担

保するために、自己学習に評価を導入し

た。

Ｑ；専門医の資格保持だけでも忙しい勤務医

が制度に参加しないのではないか。

Ａ；専門医の資格保持のために学会に参加さ

れている場合、日本医学会加盟の学会で

あれば、単位、カリキュラムコード（自

己申告）ともに十分要件を満たす。 3年

間で30単位・30カリキュラムコードの取

得は、例えば、年 2日・ 3年間で 6日間

学会に出席するだけで単位を満たす。日

本医学会加盟の学会であれば、単位の 2

倍のカリキュラムコードを自分で付与し

ていただくことが可能。例えば、日本医

学会総会に出席した場合は、 3日間なの

で、15単位・30カリキュラムコードまで

取得できる。

Ｑ；眼科、耳鼻科、整形外科、皮膚科、産婦

人科、精神神経科などある程度狭い対象

を扱っているような診療科が取得できな

くなるのではないか。

Ａ；日医雑誌の内容は、もともと他科の診療

科の医師にもご理解いただけるよう編集

されているので、自分の診療科について

学習したうえで、年間14冊発行される日

医雑誌のうち 3冊程度読後回答いただけ

れば十分対応できると考えている。また、

e－ラーニングについても、平成22年度

に47.5単位、59カリキュラムコードが取

得できるよう予定している。

例えば、眼科領域においても、糖尿病

網膜症などを学習する際、眼科領域以外

に、23（体重増加・肥満）、73（慢性疾

患・複合疾患の管理）、74（高血圧症）、

76（糖尿病）、82（生活習慣）などのコ

ードを取得することが想定される。

Ｑ；84カリキュラムコードのうち、 3年間で

30カリキュラムコードが必要という根拠

について。また、30コードが複雑（多）

すぎるのではないか。

Ａ；カリキュラムコードの取得数について

は、生涯教育推進委員会において、取得

単位の半分は他科の診療科も含めて幅広

く学習していただきたいということ、ま

た、全体のカリキュラムコードが84なの

で、 3年間のうちにその約 1／ 3程度は



学んでほしいということで決まったも

の。

Ｑ；学会、医療機器・製薬企業への周知につ

いて

Ａ；各学会及び医療機器・製薬会社への周知

については、本連絡協議会において都道

府県医師会への周知後、本会（日医）が

周知する予定。

2．カリキュラムコード（CC）について

Ｑ；生涯教育カリキュラム〈2009〉について

Ａ；生涯教育カリキュラム〈2009〉について

は、都道府県医師会、日本医学会加盟学

会等にご意見を伺った上で改定したも

の。生涯教育カリキュラム〈2009〉への

ご意見については次回改定の際に参考と

させていただきたい。

Ｑ；カリキュラムコードの付与の方法につい

て

Ａ；連絡協議会の際に資料として提出した平

成22年度生涯教育制度実施要綱に関する

事務手続きＱ＆Ａにおけるカリキュラム

コード付与例を参考にされたい。また、

「平成20年度日本医師会生涯教育講座実

施内容」に、参考までにカリキュラムコ

ード例を示したので活用されたい。

Ｑ；e－ラーニングは、地域医師会などで実

施する機会の乏しいコンテンツとする

等、カリキュラムコードの内容の充実を

してほしい。

Ａ；e－ラーニングについては、年間 2 本程

度を日医独自企画で作っているが、都道

府県医師会から提出いただく日本医師会

生涯教育講座実施内容を踏まえ、なるべ

く地域医師会で実施されないようなコン

テンツを作成していく予定。

Ｑ；カリキュラムコードにしばられると、郡

市区医師会においてタイムリーな講演会

が企画できなくなるのではないか。

Ａ；地域医師会で開催する講習会の企画にお

いては、是非タイムリーな講演会を企画

いただきたい。その際、できるだけ、多

岐に渡るカリキュラムコードを付与して

いただきたい。あるいは、タイムリーな

講演とのカップリングで、あまり取得で

きないカリキュラムコードのテーマの講

演を入れることも、一つの解決策になる

と思う。

3．申告手続きについて

Ｑ；事務手続きの煩雑さについて

Ａ；事務手続きが大変煩雑になるが、生涯教

育制度の底上げに鑑みご理解いただきた

い。

なお、できる限り負担の軽減に努める。

Ｑ；システムのモデル提示、ソフトの配布に

ついて

Ａ；本年度も一括申告の際、EXCEL形式を

例示してフロッピーディスクを添付して

都道府県医師会に送付のうえ、都道府県

医師会宛て文書管理システムに掲載した

が、今年度以降も同じようにする予定。

ソフトの開発については、予算との兼ね

合いもあり、必要に応じて検討のうえ、

追ってご連絡する。

なお、今年度より、インターネットに

よる日医雑誌読後回答、e－ラーニング

で取得した単位について、インターネッ

ト上で閲覧できるようにしている。

Ｑ；申告書での申告について

Ａ；現在も、長野県、静岡県と、福島県、東

京都、兵庫県の一部で申告書でいただい

ており、申告書でお送りいただいても構

わない。

Ｑ；システム開発費用の補助について

Ａ；現行においても生涯教育推進のため、都

道府県医師会に対し、前期は一律100万

円、後期は会員 1 人あたり250円を助成
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している。47都道府県で約 1億円の助成

であり、現在のところはさらなる増額は

考えていない。

Ｑ；日医会員証の活用について

Ａ；既に都道府県医師会において独自のカー

ド等を活用している都道府県医師会もあ

り、費用面なども含めて今後検討する。

4．その他

Ｑ；平成23年度からの実施にしていただきた

い。

Ａ；唐澤日医会長は、就任当初から、「医師

自らが、『かかりつけ医』と呼ばれるよ

うになるため、研鑽してほしい。わたし

たちは、日本医師会の生涯教育カリキュ

ラムを履修した医師ならば、地域住民が

安心して受診できる、という信頼につな

がる生涯教育制度を築くことをめざして

います。」と述べている。

本制度は、本会生涯教育推進委員会に

おいて全会一致で提言され、常任理事会、

理事会の協議を経て機関決定したもので

あり、日進月歩の医療に対応するため、

また、国民の期待にも応えるため、 1日

も早い実施が望まれるので、ご協力いた

だきたい。

Ｑ；朝日新聞の記事について

Ａ；朝日新聞の記事については、取材をもと

に記事にしている。誤解を与えるような

発言はなく、当該記事、特に見出しにつ

いては本当に驚いている。ただし、見出

しに関しては、取材した記者が付けたも

のではなく、新聞社の整理部において付

けられるとのことで、それゆえ、版によ

って見出しが違っていた。内容について

は記者会見のとおり。（詳細は、日医白

クマ通信No.1182へ掲載）

閉　会 岩砂和雄　日本医師会副会長
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今村定臣日本医師会常任理事の司会で始まり、

唐澤 人（日本医師会長）、長妻　昭（厚生労働

大臣、代理）の挨拶、続いて寺尾俊彦（日本産婦

人科医会長）の来賓挨拶があった。

「21世紀の国民医療を求めて」―超少子高齢化

社会の地域医療―と題して唐澤日本医師会長の講

演があった。講演内容は 1．超少子高齢化社会と

社会保障制度、 2．地域医療提供体制、 3．医療

提供と機能連携、4．医療保障制度の課題と展望、

5．疾病予防と保険事業の推進、 6 ．日本医師会

の取り組み。国民の求める医療を大切にしながら、

日本医師会は国民の健康と生命を守るとの力強い

発言があった。

シンポジウム 4題で「産婦人科医療をめぐる諸

問題～母体保護法を中心に～をテーマに今村日本

医師会常任理事の座長で始まる。

1．人工妊娠中絶の同意書をめぐる問題について

大橋克洋（京都市医師会理事）講師は人工妊娠

中絶時には同意書は必ず必要であるが、未成年・

不倫・相手の特定ができない場合などでは同意書

に署名捺印をもらえない事例がある。また最初か

らトラブルに持ち込む意図があることがある。こ

れらの対応については、基本的には「母体保護法

の規定」の元に判断すべきなのだが、法文には詳

細にわたる記載がない。従って記載されていない

部分での対応は現場の医師の判断に任されている

のが現状である。署名捺印がもらえない場合、そ

の理由を具体的に詳しく本人に自書してもらい、

カルテに添付するなどが必要で、性急な手術は慎

むべきである。医事紛争ではカルテ記載が重要と

なる。

2．若年者の人工妊娠中絶と避妊教育について

安達知子（愛育病院産婦人科部長）講師は10歳

代では他の年代に比較して、妊娠週数が進んでか

ら中絶していると問題提起があった。この事は妊

娠に対する認識の低さが原因ではないか。東京都

の統計では高校 3 年生では46.5％に性交を経験し

ていると報告されており、性教育は現状より学年

を繰り下げ中学 3年生から始めるべきであると提

言された。

反復妊娠中絶減少対策は手術前の時間をかけた

避妊指導は効果があり、医師は積極的に取り組む

べきであると強調された。

3．中期人工妊娠中絶における出産一時金のあり

方

白須和裕（小田原市立病院副院長）講師は妊娠

12週以上の人工妊娠中絶において、出産育児一時

金が支給される根拠は健康保険での出産とは妊娠

85日以上（妊娠 4ヵ月）の分娩をいうとなってお

り、分娩費は 4ヵ月以上の分娩については、生産、

死産、流産（人工流産を含む）または早産を問わ

ず、すべて分娩費が支給されるという通知にある。

分娩費には単に出産費用の経済的負担の軽減だけ

■ 日　時 平成21年12月 5日（土） 午後 1時～午後 4時

■ 場　所 日本医師会館　文京区本駒込

■ 主　催 日本医師会・厚生労働省

■ 出席者 井庭信幸

母体保護法指定医認定問題について―公益法人制度改革―
＝平成21年度家族計画・母体保護法指導者講習会＝

理事　　井　庭　信　幸
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ではなく、母体保護という保健衛生上の保障とい

う趣旨が含まれている。

4ヵ月に入ってからの中絶が増えるのではない

かと懸念されるが、ここ数年の統計では増加の傾

向は見られない。中期中絶における一時金支給の

見直しを産婦人科医療サイドから主導することに

は慎重な態度が必要ではないかと意見を述べられ

た。

4．公益法人制度改革に伴う母体保護法指定医認

定問題について

今村定臣（日本医師会常任理事）講師は母体保

護法では都道府県の区域を単位として設立された

公益社団法人たる医師会の指定する医師が、本人

及び配偶者の同意を得て、人工妊娠中絶を行うこ

とができるとなっている。このため、一般社団法

人となった都道府県医師会は指定権限を失うとい

う問題が生じる。現在、一般社団法人の手続きを

進めているのは 6県、公益法人を進めているのは

13県。とりあえず一般社団法人とした後に公益法

人に変更するとする県もある。全ての都道府県医

師会が公益医療法人に移行する事は困難である

が、一般社団法人になった地域には指定権者がい

なくなるため母体保護法指定医師の空白地帯にな

る。この問題は今後、法改正を含め行政と交渉を

続けていくことが必要である。

指定発言

宮嵜雅則（厚労省雇用均等・児童家庭母子保健課

長）

上記の講演で示された問題点について積極的に

取り組み、解決にむけて努力する旨の発言があっ

た。

「鳥取医学雑誌」は、鳥取県医師会が発行する「学術雑誌」で年 4回（ 3月・ 6月・ 9月・12

月）発行しています。締切日は設けておりません。「受理」となった論文は、発行月に最も近い

医学雑誌へ掲載いたします。投稿にあたっては、鳥取医学雑誌に掲載している「投稿規定」をご

覧下さい。優秀な論文に対しては、定例総会席上「鳥取医学賞」が贈られます。

また、「興味ある症例」（ 2頁）への投稿も併せて募集致します。投稿要領は編集委員会へご請

求下さい。

会員各位の日常診療の参考となる論文のご投稿をお待ちしております。

本会では、例年春・秋の 2 回（概ね 6 月・11月）「医学会」を開催しており、特別講演或いは

シンポジウムなどに加えて会員各位の一般演題（研究発表）も募集しています。22年春は「中部

地区」秋は「東部地区」の開催予定で、演題の締め切りは、開催の 1 ヶ月半前としております。

詳細については、当該時期に改めてご連絡いたしますが、多数ご応募下さるようお願いいたしま

す。

鳥取医学雑誌への投稿論文募集と医学会演題募集について
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県よりの通知

「広告が可能な医師等の専門性に関する資格名等について」の一部改正について（通知）

〈21．12．1 第200900139721号　　鳥取県福祉保健部医療政策課長〉

医師等が広告可能な専門性に関する資格名は平成19年厚生労働省告示第108号で定められています。こ

のたび、医師の専門性に関する資格である「心療内科専門医」、「一般病院連携精神医学専門医」を広告可

能な資格名に追加した旨等、厚生労働省医政局総務課長から通知がありましたので、お知らせします。

（担当：医療政策担当　中原　電話（0857）26－7173）

記

1 平成19年通知の別紙中、医師の専門性資格の表について、一般社団法人　日本小児神経学会　小児神

経専門医の項の次に次のように加える。

2 平成19年通知の別紙中、「有限責任中間法人　日本周産期・新生児医学会」を「一般社団法人　日本

周産期・新生児医学会」に改める。

特定非営利活動法人　日本心療内科学会 心療内科専門医 平成21年11月10日 （047）374－8301

有限責任中間法人　日本総合病院精神医学会 一般病院連携精神医学専門医 平成21年11月10日 （03）5805－3720

年末に向けて、懇親会等が増えてくることと思いますが、「ちょっと一杯、少しだけなら大丈

夫、運転には自信があるから」などといって運転するのは大きな間違いです。交通事故に至らな

くても、お酒を飲んで運転すること自体が重大な犯罪です。

飲酒運転は絶対にやめましょう。

ドライバーの鉄則

★　酒を飲んだら運転しない。

★　酒を飲んだ者には運転させない。

★　運転する者には酒を出さない、すすめない。

STOP！飲酒運転
―　飲酒運転は犯罪です！　―
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バンコマイシン眼軟膏の使用に当たっての留意事項について

〈21．11．2 日医発第701号（地Ⅰ131） 日本医師会長　唐澤 人〉

今般、厚生労働省医薬食品局審査管理課長より都道府県衛生主管部（局）長に対し、「バンコマイシン

眼軟膏の使用に当たっての留意事項について」の通知が発出されるとともに、本会に対してもその周知方

依頼がありました。

本通知は、バンコマイシン眼軟膏（販売名：バンコマイシン眼軟膏　 1％）が承認されたことに関連し、

耐性菌の発現を防ぐ等の保健衛生上の観点から、その使用に当たって特段の留意を求めるものであります。

つきましては、本件に関してご了知いたさきますようよろしくお願い申し上げます。

記

本剤の効能・効果、用法・用量及び主な使用上の注意は次の通りであるので、特段の留意を願いたいこ

と。なお、その他の使用上の注意については添付文書を参照願いたいこと。

【効能・効果】

〈適応菌種〉

バンコマイシンに感性のメチシリン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）、メチシリン耐性表皮ブドウ球菌

（MRSE）

〈適応症〉

既存治療で効果不十分な下記疾患

結膜炎、眼瞼炎、瞼板腺炎、涙嚢炎

〈効能・効果に関連する使用上の注意〉

1 ．本剤の投与に当たっては、耐性菌の発現を防ぐため、次のことに注意すること

（ 1）原則として他の抗菌薬及び本剤に対する感受性を確認し、他の薬剤による効果が期待できず、かつ、

本剤に感性のMRSAあるいはMRSEが起炎菌と診断された感染症である場合に投与すること。

（ 2）感染症の治療に十分な知識と経験を持つ医師又はその指導の下で投与すること。

【用法・用量】

通常、適量を 1日 4回塗布する。

〈用法・用量に関する使用上の注意〉

1 ．本剤の投与に当たっては、耐性菌の発現を防ぐため、次のことに注意すること

（ 1）本剤の投与期間は、14日間以内を目安とすること。なお、感染部位、重傷度、患者の症状等を考慮

し、適切な時期に、本剤の継続投与が必要か否か判断し、疾病の治療上必要な最低限の期間の投与

日医よりの通知
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にとどめること。

（ 2）14日間を超えた投与期間における安全性は確認されていない。

【使用上の注意】

4 ．使用上の注意

投与経路：眼科用のみに使用すること。

「特定疾患治療研究事業について」の一部改正について

及び特定疾患治療研究事業関係通知の送付について

〈21．11．11 日医発第716号（地Ⅲ172） 日本医師会長　唐澤 人〉

特定疾患治療研究事業については、昭和48年 4 月17日付衛発第242号公衆衛生局長通知「特定疾患治療

研究事業について」により行われているところですが、今般、実施要綱の一部等が改正され、平成21年10

月30日より下記の疾患が本事業の対象として追加されるとともに、同通知の別紙「特定疾患治療研究事業

実施要綱」が改正され、同日から適用されることとなりました。

つきましては、本件についてご了知いただきますようよろしくお願い申し上げます。

記

・家族性高コレステロール血症（ホモ接合体）

・脊髄性筋萎縮症

・球脊髄性筋萎縮症

・慢性炎症性脱髄性多発神経炎

・肥大性心筋症

・拘束型心筋症

・ミトコンドリア病

・リンパ脈管筋腫症（LAM）

・重症多形滲出性紅斑（急性期）

・黄色靱帯骨化症

・間脳下垂体機能障害

（PRL分泌異常症、ゴナドトロピン分泌異常症、ADH分泌異常症、下垂体性TSH分泌異常症、クッシン

グ病、先端巨大症、下垂体機能低下症）
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酸素加算に係る「酸素の購入価格に関する届出書」の提出促進に関する広報の依頼について

今般、中国四国厚生局鳥取事務所長より通知がありましたのでお知らせします。

標記につきましては、保険医療機関は当該年の 4月 1日以降の診療に係る費用の請求に当たって用いる

酸素の単価並びにその算出の基礎となった前年 1月から12月までの間に購入した酸素の対価及び酸素の容

積について、当該年の 2月15日までに届出することとされています。例年の届出状況では、期限までの提

出をいただけないことから、適正な酸素加算の算定に至らない例が見受けられます。つきましては、提出

促進に係る書面を作成しましたので、当該届出書を期限までに提出していただくようお願いします。

酸素加算に係る「酸素の購入価格に関する届出書」の提出について【お知らせ】

標記につきましては、平成 2年 3月19日厚生省告示第41号により酸素の購入価格が定められているとこ

ろです。

保険医療機関は当該年の 4月 1日以降の診療に係る費用の請求に当たって用いる酸素の単価並びにその

算出の基礎となった前年 1月から12月までの間に購入した酸素の対価及び酸素の容積について、当該年の

2月15日までに届出することとされています。

期限までに提出されない場合は、適正な酸素加算の算定ができないこととなりますので、該当の保険医

療機関においては、「酸素の購入価格に関する届出書」を 2 月15日までに中国四国厚生局鳥取事務所へ提

出してください。

なお、届出書の様式については次頁のとおりですが、記載に当たっては次の事項にご留意ください。

また、当該届出書様式は、中国四国厚生局のホームページからも取得できますので活用してください。

（中国四国厚生局ホームページ＞申請・届出等の手続き案内＞（指導監査課・事務所）酸素の購入価格の

届出の順にクリック。）

記入上の留意事項

1 平成21年 1 月 1 日から12月31日までの間に購入した全ての酸素について記載してください。

2 対価は、実際に購入した価格（消費税を含む。）を記載してください。

3 ボンベ代金は購入価格には含まれませんので、酸素の費用のみ記載してください。

4 算出単価は、小数点以下第 3位を四捨五入してください。

5 平成21年中に酸素の購入実績がない保険医療機関であっても、平成22年 4 月 1 日以降の酸素

加算を算定する場合は、平成20年12月以前の購入実績を記載してください。

6 平成22年 4 月 1 日以降に酸素加算を算定しない保険医療機関にあっては、届出の必要はあり

ません。

【問い合わせ・提出先】

〒680－0834 鳥取市永楽温泉町271 朝日生命鳥取ビル 3階　中国四国厚生局鳥取事務所

電話0857－30－0860

県医よりの通知
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独立行政法人福祉医療機構は、特殊法人改革により、社会福祉・医療事業団（旧医療金融

公庫）の事業を継承して平成15年10月 1 日に設立された独立行政法人です。

当機構では、医療関係施設の整備等を予定している方に対し、種々ご相談を受けていると

ころですが、医療貸付事業融資を希望する方のために、来る平成22年 1 月14日（木）から全

国 7ブロックで個別融資相談会を開催いたします。

主として、平成22年度又は23年度を目途に施設整備を実施する予定のお客様で、計画する

施設の規模・構造など事業計画や資金調達先の金融機関等の資金計画がかなり具体的になっ

た段階や検討を始めた段階での相談に最適です。

この相談では、当機構が対応できる場合の大まかな融資金額の算出を中心に幅広いご融資

の相談に応じます。

また、ご計画が構想段階のお客様についても、相談に応じます。

◎中四国ブロック（岡山市） 2 月 4 日（木）13：00～17：00、 5 日（金）9：00～16：00

メルパルク岡山「末広の間」

岡山市桑田町1－13 TEL 086－223－8100

会場・時間等の都合もあり定員に限りがありますので、登録制とさせていただきます。

また、当機構の東京本部・大阪支店では、開催日以外にも随時、相談を受け付けています。

何かご不明な点は、下記までお問い合わせください。

（近畿・中四国・九州ブロック）

大阪支店：大阪府大阪市中央区南本町3－6－14 イトウビル 3階

（大阪支店医療審査課）TEL 06－6252－0219

独立行政法人福祉医療機構
医療貸付事業個別融資相談会開催のご案内

お知らせ
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訃　　　報

大槻正巳先生には、去る11月 5 日逝去され

ました。

謹んでお悔やみ申し上げますと共に、心よ

りご冥福をお祈り致します。

〔略歴〕

昭和25年 3 月　慶應義塾大学医学部卒業

38年 9 月　開業（平成16年10月まで）

43年 9 月　鳥取県医師会裁定委員

51年 4 月　東部医師会代議員

故 大　槻　正　巳　先生

八頭郡智頭町（大正13年 6 月29日生）

田中禾一先生には、去る11月17日逝去され

ました。

謹んでお悔やみ申し上げますと共に、心よ

りご冥福をお祈り致します。

〔略歴〕

昭和18年 9 月　京城医学専門学校卒業

30年 2 月　開業

平成 2年 4月　西部医師会裁定委員

故 田　中　禾　一　先生

米子市彦名町（大正10年 5 月22日生）
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糖尿病者の運動で注意すること

鳥取県糖尿病対策推進会議委員 松　浦　喜　房

運動の効果～糖尿病治療の基本のひとつ

短期的にはブドウ糖・脂肪酸の利用が促進されて血糖低下、長期的にはインスリン感

受性が高まる。筋力・生活機能の維持、心肺機能向上、減量および心理的な効果も。

運動の種類と強度～全身的有酸素運動に、レジスタンス運動を組み合わせる

歩行運動では20～30分を 1 日 2 回、消費エネルギーとして200kcal程度が適当。食事

療法の遵守が原則。週 3回以上は運動を実施すべきだが、身体活動やレクリエーション

を含めた運動時間を生活に組み入れることが望ましい。強度は、体感として「楽である」

～「ややきつい」程度、50歳未満では心拍数毎分120以内、50歳以上では100以内に留め

る。

運動制限または禁止した方がよい場合があり、指導前にチェックが必要

①糖尿病コントロールが極端に悪い場合（空腹時血糖250mg／dl以上、または尿ケト

ン体中等度以上陽性）②増殖性網膜症による新鮮な眼底出血、虚血性心疾患等の心肺機

能障害、骨・関節疾患（専門医の意見を求める）③腎不全（程度により運動制限）④急

性感染症⑤糖尿病性壊疽⑥高度の糖尿病性自律神経障害

指導上の注意点

①運動実施は食後 1時間頃が望ましいが、こだわる必要はない。インスリン治療中は

運動誘発性の低血糖に注意②運動強度を増す場合は徐々に増加③準備運動と整理運動④

運動に適した服装、底の厚いシューズ着用とフットケア⑤体調と血糖の推移を観察、不

安定なときは強度を控えめに

糖尿病診療一口メモ 糖尿病診療一口メモ 
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健 対 協

第40回日本消化器がん検診学会中国四国地方会および第40回中国四国地方胃集検の会を下記の日程で鳥

取市にて開催致します。会員の皆様多数ご参加頂きますようご案内申し上げます。

第40回日本消化器がん検診学会中国四国地方会

第40回中国四国地方胃集検の会

会長　岡本公男（鳥取県健康対策協議会）

会期：平成22年 2月 6日（土）～7日（日）

会場：鳥取県健康会館（鳥取県医師会館）

〒680－8585 鳥取市戎町317番地　TEL：0857－27－5566 FAX：0857－29－1578

※会場整理費：1,000円

この学会は、鳥取県胃がん、大腸がん（注腸X線検査）、肝臓がん検診精密検査医療機関登録の対象学

会となっており、登録点数は今回に限り 5点とすることになりました。

年に 1度開催致します「胃がん検診従事者講習会」は、今年度は開催致しませんので、標記学会を胃が

ん検診従事者講習会として充てることと致します。また、大腸がん検診従事者講習会は 8月29日に開催致

しました。肝臓がん検診従事者講習会は平成22年 2 月13日（土）に開催致します。

【更新時期】

胃がん：平成23年度　　大腸がん：平成22年度　　肝臓がん：平成21年度

【事務局（お問い合わせ先】

〒680－8585 鳥取市戎町317番地

鳥取県健康会館内　鳥取県健康対策協議会

第40回日本消化器がん検診学会中国四国地方会

第40回中国四国地方胃集検の会　事務局

岩垣陽子、田中貴裕

TEL（0857）27－5566 FAX（0857）29－1578

E-mail shoukaki40@tottori.med.or.jp

第40回日本消化器がん検診学会中国四国地方会

第40回中国四国地方胃集検の会　ご案内について
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第40回日本消化器がん検診学会中国四国地方会

第40回中国・四国地方胃集検の会　日程表

2月 6日（土） （敬称略）

鳥取県健康会館（ 1 F研修センター）

8：00 受 付

9：00 開会の挨拶 学 会 長　岡本　公男

9：05 シンポジウムⅠ

「消化器がん検診受診率50％をめざして」

司　　会　石飛　誠一

藤井　秀樹

特別発言　河村　　奨

10：45 会長講演

「鳥取県内視鏡検診の取組み」

講師　鳥取県健康対策協議会　会長　岡本公男

司　　会　吉原　正治

11：10 特別講演

「消化器がんの予防・検診の展開」

講師　広島大学保健管理センター　教授　吉原正治

（日本消化器がん検診学会中四国支部支部長）

司　　会　三浦　邦彦

12：20 ランチョンセミナー（ 1 F研修センター）

「早期大腸がん内視鏡診療の最前線」

講師　広島大学内視鏡診療科　教授　田中信治

司　　会　池口　正英

13：20 総 会

13：50 教育講演

「消化管の超音波検査―正常像から異常像まで―」

講師　自治医科大学臨床検査医学講座　教授　谷口信行

司　　会　村脇　義和

14：50 シンポジウムⅡ

「大腸がん検診における問題点―精度の高い検診をめざして―｣

司　　会　本田　浩仁

古城　治彦

16：30 一般演題（ 1 F研修センター、 4 F会議室）

17：30 閉　　会

・評議員会（ 3 F研修室） ・胃集検の会幹事会
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2月 7日（日） 第40回中国四国地方胃集検の会

鳥取県健康会館

8：00 受　　付

9：00 シンポジウム「胃X線基準撮影画像の視覚的評価方法」

司　　会　大久保　誠

助 言 者　三浦　邦彦

10：30 胃Ｘ線フィルム検討及び症例検討会

11：50 胃集検の会　総会

13：30 市民公開講座

「胃がんと生活習慣（仮題）」 講師：秋藤洋一

「大腸がんと生活習慣（仮題）」 講師：八島一夫

「肝臓がんと生活習慣（仮題）」 講師：松田裕之

司　　会　岡本　公男

15：30 閉　　会

平成11年度以降の各がん検診精密検査医療機関の登録更新から、従事者講習会等の出席状況を点数化し、

点数基準を満たしたものについてのみ登録することになりましたので、登録条件をご留意の上、ご参集の

ほどお願いします。

なお、平成21年度は肝臓がん検診精密検査登録医療機関の更新手続きを行います。関係書類は平成22

年 2月頃にお送り致します。

日　　時 平成22年 1 月23日（土）午後 4時～午後 5時

場　　所 鳥取県健康会館　鳥取市戎町　電話（0857）27－5566

対　　象 医師、保健師、助産師等

内　　容

講演　「早産児・多胎児等ハイリスク児の養育支援について（仮題）」

講師　鳥取大学医学部周産期・小児医学准教授　長田郁夫先生

日　　時 平成22年 2 月13日（土）午後 4時～午後 6時

場　　所 鳥取県西部医師会館　米子市久米町　電話（0859）34－6251

鳥取県健康対策協議会従事者講習会等のご案内

母子保健従事者講習会

肝臓がん検診従事者講習会及び症例研究会
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内　　容

（ 1）講演　「肝細胞癌治療の現状と今後の展望」

講師　山口大学大学院医学系研究科消化器病態内科学准教授　山崎隆弘先生

（ 2）症例検討

（1）肝臓がん検診精密検査医療機関登録条件

1 ）担当医が、肝臓がん検診従事者講習会等の受講点数を過去 3年間に10点以上取得しているこ

と。ただし、肝臓がん検診従事者講習会及び症例検討会に各 1回必ず出席していること。

2）次回更新手続きは平成21年度中に行います。

（2）肝臓がん検診精密検査医療機関登録点数　5点

日　　時 平成22年 2 月14日（日）午後 3時30分～午後 5時30分

場　　所 鳥取県健康会館　鳥取市戎町　電話（0857）27－5566

対　　象 医師、検査技師、保健師等

内　　容

（ 1）講演　「ベセスダシステム運用の実際」

講師　癌研有明病院検診センター所長兼細胞診断部長兼婦人科副部長　平井康夫先生

（ 2）症例検討

（1）子宮がん検診精密検査医療機関登録条件

1 ）担当医が、日本産科婦人科学会専門医であること及び子宮がん検診従事者講習会及び子宮が

ん検診症例検討会を過去 3年間に 2回以上受講していること。ただし、やむを得ず、 3年間

のうち 1回しか受講できなかった人については、別途追加で開催する講習会に出席すれば登

録条件を充たしたこととする。

2）更新手続きは平成20年度中に行います。

日　　時 平成22年 2 月20日（土）午後 4時～午後 6時

場　　所 鳥取県健康会館　鳥取市戎町　電話（0857）27－5566

対　　象 医師、検査技師、保健師等

内　　容

（ 1）講演　「肺がん検診の現状と課題：胸部CT検診を中心に」

講師　金沢医科大学病院呼吸器外科特任教授　佐川元保先生

（ 2）症例検討

（1）肺がん検診精密検査医療機関登録条件

1 ）担当医が、肺がん検診従事者講習会等の受講点数を過去 3年間に20点以上取得していること。

ただし、肺がん検診従事者講習会及び症例検討会に各 1回必ず出席していること。

肺がん検診従事者講習会及び症例研究会

子宮がん検診従事者講習会及び症例検討会
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2 ）次回更新手続きは平成22年度中に行います。

（2）肺がん検診精密検査医療機関登録点数　10点

日　　時 平成22年 2 月27日（土）午後 4時

場　　所 鳥取県西部医師会館　米子市久米町　電話（0859）34－6251

対　　象 医師、検査技師、保健師等

内　　容

講演　「特定健診・特定保健指導の実施状況と今後の課題について」

講師　鳥取大学医学部統合内科医学講座病態情報内科学講師　谷口晋一先生

※なお、乳がん、大腸がん検診従事者講習会及び症例研究会は既に開催いたしましたので、今年度中は開

催致しません。

次回の更新時期

胃がん検診精密検査 H21．4．1～H24．3．31 H23年度中 H21．4．1～H24．3．31

子宮がん検診精密検査 H21．4．1～H24．3．31 H23年度中 H21．4．1～H24．3．31

肺がん検診精密検査 H20．4．1～H23．3．31 H22年度中 H20．4．1～H23．3．31

乳がん検診精密検査 H20．4．1～H23．3．31 H22年度中 H20．4．1～H23．3．31

大腸がん検診精密検査（注腸X線） H20．4．1～H23．3．31 H22年度中 H20．4．1～H23．3．31

肝臓がん検診精密検査 H19．4．1～H22．3．31 H21年度中 H19．4．1～H22．3．31

肺がん一次検診 H20．4．1～H23．3．31 H22年度中

乳がん一次検診 H21．4．1～H24．3．31 H23年度中 H21．4．1～H24．3．31

名　　　　　称 現在の登録期間
次回更新

手続き時期

従事者講習会等

受講点数対象期間

特定健診・特定保健指導従事者講習会
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口腔・咽頭癌

食 道 癌

胃 癌

結 腸 癌

直 腸 癌

肝 臓 癌

胆嚢・胆管癌

膵 臓 癌

上 顎 洞 癌

肺 癌

皮 膚 癌

軟 部 腫 瘍

乳 癌

子 宮 癌

卵 巣 癌

前 立 腺 癌

精 巣 癌

腎 臓 癌

膀 胱 癌

脳 腫 瘍

甲 状 腺 癌

原発不明癌

リ ン パ 腫

骨 髄 腫

白 血 病

骨髄異形成症候群

合　計

鳥取県医師会腫瘍調査部報告（11月分）

毎月腫瘍登録の届け出を頂き有り難うございます。

腫瘍占拠部位については、臓器内の部位によりICD番号が異なりますのでなるべく詳しく記載して下さ

い。但し、新規登録件数には、既登録分（含他医療機関届出分）や県外居住者分は含まれません。なお、

多重がんについては判定が煩雑なため、2009年分のみ含まれます。

鳥 取 県 立 中 央 病 院

野 島 病 院

米 子 医 療 セ ン タ ー

鳥 取 市 立 病 院

鳥 取 赤 十 字 病 院

鳥 取 県 立 厚 生 病 院

消化器クリニック米川医院

野 の 花 診 療 所

済 生 会 境 港 総 合 病 院

博 愛 病 院

ま つ だ 内 科 医 院

石井内科小児科 ｸ ﾘ ﾆ ｯ ｸ

野口産婦人科クリニック

清 水 病 院

越 智 内 科 医 院

岸 田 内 科 医 院

せいきょう倉吉診療所

野 田 外 科 医 院

中部医師会立三朝温泉病院

旗ヶ崎内科クリニック

本 田 医 院

脇 田 産 婦 人 科 医 院

伯 耆 中 央 病 院

合　　　　　　計

登　録　施　設　名 件　数

65

57

52

47

47

32

8

7

6

5

3

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

345

44

36

38

34

35

28

4

4

6

2

3

2

2

2

2

0

1

1

1

1

1

1

1

249

新規登録件数

（ 2）部位別登録件数（含重複例）（ 1）施設別登録件数（含重複例）

部　　位 件　数

3

7

65

38

38

23

14

9

2

31

6

1

30

9

1

25

1

8

6

4

3

4

8

6

2

1

345

3

3

51

30

28

14

7

4

1

20

2

1

25

8

1

20

1

7

5

2

3

3

5

4

0

1

249

新規登録件数
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新型インフルエンザワクチンに関する安全性評価について

今般、薬事・食品衛生審議会医薬品等安全対策部会安全対策調査会及び新型インフルエンザ予防接種後

副反応検討会において、新型インフルエンザワクチンに関する安全性評価について取りまとめられ、日本

医師会感染症危機管理対策室長より、本会宛通知がありましたのでお知らせ致します。

つきましては、会員各位におかれましても本件についてご了知いただきますよう、よろしくお願い申し

上げます。

記

平成21年11月21日

新型インフルエンザワクチンに関する安全性評価について

薬事・食品衛生審議会医薬品等安全対策部会安全対策調査会及び

新型インフルエンザ予防接種後副反応検討会

新型インフルエンザワクチンの接種が10月19日より開始され、実施医療機関より厚生労働省に副反応に

ついて報告されている。11月19日までに877例が報告され、うち、重篤な症例が68例（13例の死亡を含む）

であった。また、20日までの死亡例の報告は21例である。

現時点で国産ワクチンにおいて得られた情報に基づき、新型インフルエンザワクチン自体の安全性、接

種事業の継続及びワクチン接種にあたって注意すべき点等の安全対策についての検討を行い、次のような

意見として取りまとめるものである。

1．ワクチンの基本的な安全性

○医療従事者 2万例コホートの健康状況調査では、安全性の特性からみて、季節性インフルエンザワクチ

ンと差はなく、期待する利益からみて、十分であったと考えられる。重篤な副反応発生についても、死

亡や後遺障害に至る転帰のものはなかった。

○医療従事者を中心に接種が行われた10月中の接種の現状においても、 2 万例コホートの調査と同様に、

発生している副反応の特徴に、現時点では重大な懸念は示されていない。

○新型インフルエンザワクチンは、副反応報告頻度が、季節性ワクチンに比較して高い傾向にあることは、

次の点に留意が必要である。

・新型インフルエンザワクチンの接種事業は、予防接種実施要領等に基づき、「死亡、臨床症状の重篤

なもの、後遺症を残す可能性のあるもの」に該当すると判断されるものは、因果関係の如何にかかわ

らず報告対象とし、契約により、接種医療機関に対して報告を求めていること

・季節性ワクチンの副反応データは、「副反応によると疑われる疾病」を報告する薬事法の下での数値

であること

・社会的な関心が高い等の理由

○以上からみて、現時点で、医療従事者への接種を中心とした評価においては、ワクチンの安全性におい

感染症だより 〈鳥取県医師会感染症危機管理対策委員会〉
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て重大な懸念を有するものではないが、今後接種規模を広げた場合での評価を継続すべきである。

2．基礎疾患を有する高齢者の死亡について

○11月以降の接種者において、死亡症例の報告が増加している傾向にあるのは、優先接種対象者として、

呼吸器、心臓、腎臓等の基礎疾患（重度の基礎疾患）を有する患者への接種が11月から開始しているこ

とと関連した事象であると考えられる。

○人口動態統計から見ても、基礎疾患を有する高齢者の死亡は高い頻度で見られるものであり、今回報告

された事例はいずれも重度の基礎疾患を有する者であり、ワクチン接種と死亡が偶発的に重なった可能

性は否定できない。

○個々の死亡事例についても、限られた情報の中で因果関係は評価できないものもあるが、大部分は、基

礎疾患の悪化や再発による死亡の可能性が高いと考えられ、死亡とワクチン接種との直接の明確な関連

が認められた症例は現時点ではない。

○これらのことと、健康な医療従事者における実績を併せて考えれば、ワクチン自体に安全性上の明確な

問題があるとは考えにくい。

○しかしながら、重度の基礎疾患を有する患者においては、ワクチンの副反応が重篤な転帰に繋がる可能

性も完全には否定できないことから、接種時及び接種後の処置等において留意する必要がある。

○また、感染リスクは低いものの、高齢者で基礎疾患を有する者はインフルエンザに罹患した場合に重篤

な転帰をたどる可能性が高く、新型インフルエンザワクチンにおいて見られているリスクと比較して、

相対的に接種のメリットは大きいと考えられる。

3．今後の対応について

○重度の基礎疾患を有する高齢者におけるワクチン接種後の死亡であって、ワクチンと明らかな関連がな

いものとして主治医等が報告したものについては、個別事例の評価以外に、集積した情報の中から、問

題や注意を要する情報を抽出することに重点を置いて評価すること。

○実施要領において、心臓、腎臓又は呼吸器の機能に自己の身辺の日常生活が極度に制限される程度の障

害を有する者等への接種に当たっては、接種を行うことの適否を慎重に判断するよう、接種を担当する

医師に求めているが、これを徹底すること。また、そのような者に接種した場合には、接種後短時間の

うちに被接種者の体調に異変が起きた場合でも適切に対応できるよう、接種後一定時間、被接種者の状

態を観察すること等について、行政は医療関係者に注意喚起するべきこと。また、ワクチン接種は個々

人の判断により行うべきものであることを考慮し、現在の感染状況やワクチンの安全性情報の提供を行

政は徹底させること。

新型インフルエンザに係る県行政からの通知について

今般、下記について、鳥取県福祉保健部健康政策課より本会宛通知がありましたので、まとめてお知ら

せ致します。

1．認知症を有する方に対する新型インフルエンザワクチン接種について

認知症を有する方で接種の意思が確認できない場合における取扱いについて、季節性インフルエンザの
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定期接種と同様に取り扱うこととされました。

保護者又は成年後見人が、認知症を有する方で接種の意思が確認できない者に代わって同意して接種を

行うことは可能であるが、それらの者がいない場合は、家族又はかかりつけ医の協力により対象者本人の

意思確認をすることとし、接種希望であることが確認できた場合に接種を行うこと。対象者の意思確認が

最終的にできない場合には、新型インフルエンザワクチンの接種を行うことができないこと、とのことで

す。

つきましては、会員各位におかれましても本件についてご了知いただきますよう、よろしくお願い申し

上げます。

2．新型インフルエンザの発生動向（医療従事者向け疫学情報）

新型インフルエンザの発生動向（医療従事者向け疫学情報）について、厚生労働省のホームページに掲

載されていますので、ご参考までにお知らせ致します。

インターネット環境がなく、印刷したものを送付希望される先生は鳥取県医師会事務局（TEL 0857－

27－5566）までお問い合わせください。

◎厚生労働省HP「新型インフルエンザの発生動向（医療従事者向け疫学情報）」

（http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/pdf/091120-01.pdf）

3．基礎疾患を有する者への適切な接種の実施について

基礎疾患を有する者への接種に当たっては、「受託医療機関における新型インフルエンザワクチン接種

実施要領」において、被接種者の健康状態及び体質を勘案し、接種の適否を慎重に判断するとともに、ア

レルギー・ぜんそくの既往のある者への接種については、接種後の健康状態を確認するよう受託医療機関

に求めています。

今般、基礎疾患を有する高齢者等の死亡事例が報告（平成21年11月20日までで21例、11月26日までで計

31例）され、平成21年11月21日の薬事・食品衛生審議会医薬品等安全対策部会安全対策調査会及び新型イ

ンフルエンザ予防接種後副反応検討会において、11月20日までに得られた情報に基づき、「新型インフル

エンザワクチンに関する安全性評価について」取りまとめられました。このことについては、11月30日の

同調査会及び検討会においても、11月26日までに得られた情報に基づき検討された結果、見解を維持する

とされたところであり、これらを受け、国としては、基礎疾患を有する者への接種については、従来どお

り行うこととしております。

つきましては、下記についてご留意いただき、適切に対応下さるようよろしくお願い申し上げます。

記

1．接種実施要領に基づき、接種を行うに際しては、厚生労働省ホームページを適宜参照いただき、新型

インフルエンザの年齢別の感染状況やワクチンの副反応の状況を確認の上、接種を希望する者に対し

て、ワクチン接種は個々人の判断により行うべきものであることを周知し、ワクチン接種の効果や限

界、安全性等について十分説明のうえ、説明に基づく同意を確実に得るようにすること。なお、その

際、積極的な接種勧奨にわたることのないよう、特に留意すること。
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2 ．接種実施要領に基づき、心臓、じん臓又は呼吸器の機能に自己の身辺の日常生活が極度に制限される

程度の障害を有する者及びヒト免疫不全ウイルスにより免疫の機能に日常生活がほとんど不可能な程

度の障害を有する者等の基礎疾患を有する者については、必要に応じて、主治医及び専門性の高い医

療機関の医師に対し、接種の適否について意見を求め、接種の適否を慎重に判断すること。特に、基

礎疾患を有する者のかかりつけ医療機関以外の受託医療機関については、優先接種対象者証明書によ

り基礎疾患である疾病を有することを確認した上で十分な予診を行うとともに、必要に応じて、基礎

疾患を有する者のかかりつけ医療機関に確認する等、接種の適否を慎重に判断すること。

3．10月23日付け事務連絡に基づき、受託医療機関は、アレルギー・ぜんそくの既往のある者等の基礎疾

患を有する者については、接種した後短時間のうちに被接種者の体調に異変が起きた場合においても

適切に対応できるよう、接種後一定期間は接種を実施した場所に留っていただき、被接種者の状態に

注意すること。

（参考）厚生労働省HP

「新型インフルエンザワクチンの安全性について」

（http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/inful_vaccine.html）

「新型インフルエンザ患者の国内発生状況について」

（http://www.mhlw.go.jp/kinkyu/kenkou/influenza/houdou.html）

新型インフルエンザ対策「医療従事者向けDVDブック」について

今般、国において、新型インフルエンザの外来診療における感染予防対策について、診療所の場合と病

院の場合について具体的な事例を紹介しながらわかりやすく説明されたDVDが作成され、鳥取県福祉保

健部健康政策課長より、本会宛通知がありましたのでお知らせ致します。

このDVDデータについては、厚生労働省ホームページからダウンロード出来ます。

つきましては、会員各位におかれましても本件についてご了知いただきますよう、よろしくお願い申し

上げます。

※インターネット環境がなく、貸出しをご希望の先生は鳥取県医師会事務局（TEL 0857－27－5566）ま

でお問い合わせください。

◎厚生労働省HP「新型インフルエンザ対策関連情報」

（http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/info_medical.html）
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（H21年11月 2 日～H21年11月29日）

1 ．報告の多い疾病

（インフルエンザ定点29、小児科定点19、眼科

定点 3、基幹定点 5からの報告数）

（単位：件）

1 インフルエンザ 2,843

2 感染性胃腸炎 245

3 A群溶血性連鎖球菌咽頭炎 143

4 水痘 64

5 突発性発疹 30

6 流行性耳下腺炎 16

7 その他 44

合計　3,385

2 ．前回との比較増減

全体の報告数は、3,385件であり、175％（2,155

件）の増となった。

〈増加した疾病〉

インフルエンザ［316％］、水痘［276％］、流行

性耳下腺炎［33％］、A群溶血性連鎖球菌咽頭炎

［ 6％］。

〈減少した疾病〉

突発性発疹［23％］、感染性胃腸炎［16％］。

〈増減のない疾病〉

なし。

※今回（45週～48週）または前回（41週～44週）

に 1週あたり 5件以上、報告のあった疾病を対

象に計上した。

3 ．コメント

・インフルエンザが全域で流行しています。

・また 9 月以降に検出されたウイルスはすべ

て、新型インフルエンザウイルスです。

・感染性胃腸炎は、例年より患者報告数が少な

い状況が続いています。

鳥取県感染症発生動向調査情報（月報）
鳥取県衛生環境研究所

報告患者数（21．11．2～21．11．29）

区　　　　　分

インフルエンザ定点数 （12） （6） （11） （29）

1 インフルエンザ 1,946 310 587 2,843 316％

小児科定点数 （8） （4） （7） （19）

2 咽頭結膜熱 1 3 3 7 17％

3 A群溶血性連鎖球菌咽頭炎 91 21 31 143 6％

4 感染性胃腸炎 94 87 64 245 －16％

5 水痘 41 23 0 64 276％

6 手足口病 2 1 3 6 －54％

7 伝染性紅斑 2 0 1 3 50％

8 突発性発疹 6 12 12 30 －23％

9 百日咳 4 0 1 5 400％

10 ヘルパンギーナ 2 1 1 4 －64％

東部 中部 西部 計
前回比
増　減

区　　　　　分

11 流行性耳下腺炎 12 2 2 16 33％

12 RSウイルス感染症 1 4 5 10 －17％

眼科定点数 （1） （1） （1） （3）

14 急性出血性結膜炎 0 0 0 0 ―

15 流行性角結膜炎 2 1 1 4 ―

基幹定点数 （2） （1） （2） （5）

16 細菌性髄膜炎（真菌性を含む） 0 0 0 0 ―

17 無菌性髄膜炎 0 0 1 1 －50％

18 マイコプラズマ肺炎 1 3 0 4 33％

19 クラミジア肺炎（オウム病は除く） 0 0 0 0 ―

合　　　　　計 2,205 468 712 3,385 175％

東部 中部 西部 計
前回比
増　減
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去る11月26日（木）、第 2 回医師国保組合理事会において、新型インフルエンザへの対応を協議し、補

助対象としないことを決定いたしました。

その理由としましては、この度は突発的な流行であり補助の予算を組んでいない、又、新型インフルエ

ンザに係る医療費の増加が見込まれる等、財政的理由と他の保険者でも補助がない等の意見を受けてのこ

とです。

つきましては、インフルエンザの補助は季節性のみといたしますので、事情ご賢察のうえ、ご了知いた

だきますようお知らせいたします。

新型インフルエンザへの対応について

医師国保だより

日本医師会では、「日医白クマ通信」と題して会員やマスコミ等へ「ニュース、お知らせ」等

の各種情報をEメールで配信するサービスを行っています。

配信希望の日医会員の先生方は、日本医師会ホームページ「日医白クマ通信登録」（http://

www.med.or.jp/japanese/members/bear/new.html）からお申し込みください。

＊メンバーズルームに入るには、ユーザー名とパスワード（以下参照）が必要です。

○ユーザー名

会員IDとは、定期刊行物送付番号のことで日医ニュース、日本医師会雑誌などの郵便宛名シ

ールの下部に印刷されている10桁の一連番号のことです。

○パスワード

生年月日を 6桁の半角数字（生年月日の西暦の下 2桁、月 2桁、日 2桁）で入力してください。

（例）1948年 1 月 9 日生まれの場合、「480109」となります。

「日医白クマ通信」への申し込みについて
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健
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人
と
は
気
が
通
じ
る

生
き
て
い
る
た
だ
そ
れ
だ
け
で
幸
せ
だ

同
じ
医
師
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ば
心
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ひ
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日
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か
ら
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合
　

人
間
修
理
で
き
ぬ
は
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療
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ス
か
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ス
リ
よ
り
温
泉
い
い
と
勧
め
ら
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減
量
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度
や
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中
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車

散
歩
の
後
安
心
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つ
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服
着
て
い
た
ら
体
重
が
減
っ
た

ダ
イ
エ
ッ
ト
を
行
っ
て
減
っ
た
筋
肉
量

（22）

故小田規矩之助先生の奥様（小田小夜子夫人）のご意向によ

り、小田先生が執筆された書籍「経穴名辞攷」をご寄贈いただ

きました。

先生が亡くなられて早や23年余、先生を師と仰がれる方々の

手によって今日こういった書籍が出版されましたことは、本会

としてもうれしく思うところです。

本書は貴重な文献として、図書室に保管し、活用させて頂き

たいと存じます。

「経 穴 名 辞 攷」

寄贈図書 
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「ミシュランガイド京都・大阪2010」を買った。

発売直後、三ツ星が京都に 6 店、大阪に 1 店で、

「くいだおれ」の大阪に少ないことが大きく報道

された。

私は、京都と大阪の食文化の違いから、これを

当然の結果と思っている。最近の流行言葉で表現

すれば、京都はA級グルメの町であり、大阪はB

級グルメの街である。京都の三ツ星店が大阪に進

出し、同じ料理を同じ値段で出したら、大阪の客

は「ぼったくりやんか」と立腹する。

三ツ星料理は、店の努力だけで作れるものでは

ない。その料理を賞味してくれるお客が居て成り

立つ。従って、京都の三ツ星店は、京都の人々が

育て、支えている。ある三ツ星店の店主は、店と

客の関係に触れ、「京都の人々は、星の数で右往

左往しはらへん」と新聞に寄稿していた。

山陰に三ツ星店が出来るだろうか。私はその可

能性は低いと考える。食材と料理人が揃っても、

その店を支える地域の財力が無い。ちなみに、こ

の本に載っている三ツ星店の夕食は、キリでも

13,650円、ピンとなれば57,417円となっている。

これに飲み物代やサービス料等を加算すれば、山

陰では食べるのを躊躇する人が多い。

テレビで料理店やレストランが紹介される。ほ

とんどが浅はかな絶賛紹介であり、客観的な評価

は稀である。「食タレは　おいしい、ジューシー、

やわらかい」の川柳にみるように、料理を食べる

タレントは、貧弱な語彙で高価料理を評している。

食材やその旬に触れるタレント等は極めて稀であ

る。

これらの「食タレ」は、是非このミシュラン本

を読んで、客観的料理評論を学び、語彙を豊かに

し、視聴者から絶賛を浴びるほどの食味表現をし

て欲しい。

この鳥取県医師会報にも、何度か「食」につい

ての駄文を載せて頂いたが、ここで、もう一度

「食」について触れてみたい。

「爆食選手権」等と銘打った大食い競争をテレ

ビで見た。十数杯以上のラーメンを食べる競争だ

った。外国には餓死に瀕した人が居るというのに、

「バチ」当たりの番組である。大食いと早食いは

競争の具にして欲しくない。その意味で、東北の

「わんこそば」は好きでない。食べきれないこと

を前提にした「大盛り」や「激盛り」番組は、見

るに堪えずチャンネルを替える。

欧米人は日本の鯨食習慣を非難する。「調査捕

鯨」なる日本の捕鯨を、暴力的に妨害する輩が居

る。私は、人種的差別観が根底にあると思ってい

る。

ラジオで、「日本人の焼き鳥を野蛮な料理と非

難したヨーロッパ人は、子羊の脳を食べている」

と聴いたことがある。これも食文化の違いに人種

的偏見を上乗せしたに過ぎない。

欧米人は日本の「踊り食い」と「生き造り」を

「野蛮」と感じる。これは理解出来る。これらの

「輸出」は差し控えるべきである。私は仏教国で

このような料理が許されるのを不思議に思う。

テレビで、「山から流れ出た清流が育んだお米。

だから美味い」と紹介していた。美味い米を育て

る肥料は堆肥である。堆肥とは牛馬の糞等を発酵

させたもので、米は清流だけを吸収して育つ訳で

食 文 化 と 食

南部町　　細　田　庸　夫

フリーエッセイ 
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はない。しかし、聴取者はこのような説明を納得

しながら、「その通り」と見て納得している。

最近魚等では、養殖物が稀でない。食通の間で

は、「天然物は身が引き締まって美味く、養殖物

は脂ぎって軟弱で、美味くない」の先入観的定義

がはびこっている。料理法を工夫すれば、養殖物

の方が美味いかもしれない。そして、「天然物の

方が、身が引き締まっている」ことを、科学的に

実証した研究はあるのだろうか。身の締まりには、

保存法等も影響する。

昨年春の連休に北陸を旅行し、温泉旅館に泊ま

った。事前に料理の好みや量を尋ねられることは

無く、その日の決まった料理が供された。がんば

って食べ尽くしたが、かなりの人が食べ残したに

違いない量だった。

好みや量も希望も聞かず、一方的に料理を押し

付ける「食べさせ方」は、江戸時代の「旅籠」と

同じである。

最近、昔懐かしい女優が登場する旅番組をテレ

ビで度々観る。豪華とも思えない部屋に入れば、

先ずは嬌声での絶賛だが、その声に往時の艶はな

い。しかし、全盛期を過ぎても、入浴シーンだけ

は色香が漂う。

主役を演じることは少なくなったとはいえ、そ

こは女優。本当にあの部屋の泊まったのかの疑問

も沸く。列車では決まって普通席、宿の送迎車が

無ければ、ガラ空きの定期バスの最後部。これも

「やらせ」に近い。豪華に写される夕食も、本当

に食べ尽くしたのだろうかと疑問に思うが、他の

スタッフが相伴して食べたのかも知れない。

JRの駅に置いてある旅行パンフレットには、

「絶対食べきれない」量の料理写真が載っている。

よく見ると、小さく「料理は 4人前」等と書いて

あるが、一種の「だまし」である。

病院での昼食は午後 2時前後で、何でも美味く、

給食は全部食べ尽くす。空腹に勝る調味料は無く、

食味とは相対的なものと思っている。ミシュラン

本のついでに、老爺心が溢れ過ぎた一文になった。

お詫びする。

冬の夜を暖かく寝る方法（省エネ法）

鳥取市　　中　塚　嘉津江

・まずお風呂でゆっくり暖まる。

・さめないうちに布団に入る。

さめてしまったらもういちどお風呂につか

る。足が冷たいとねむれない。

・敷布団を 2枚敷く。

自分の体温を逃がさないようにするのがコ

ツ。暖房をかけると体温との差があり、寒かっ

たり暑かったりするため、やっぱり自分の体温

で暖めるのが一番。

・赤ん坊や子供を抱いて寝る。

小さな子供は体温が高く、コタツ代りになる。

昔はよく抱いて寝たが、大人が寝返りすると子

供をつぶす可能性もあるため、すすめられない。

子供をつぶさないように、と気を使いすぎると、

肩が凝ってしまう。子供がねむったら、早目に

別の布団で寝る方が良い。

寝心地の　良き冬布団　遅刻する
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東　部　医　師　会 

広報委員　小　林　恭一郎

東 から 西 から 地区医師会報告 

今年もあわただしく 1年が過ぎ、あっという間

に師走になってしまいました。今年は、新型イン

フルエンザの流行とインフルエンザワクチン接種

の時期が重なり、疲弊しておられる先生も多いの

ではないかと思います。特に東部地区では、新型

インフルエンザが大流行し、第47週（11月16日か

ら11月22日）の定点当たり患者数が47.25人と急

増し、警報発令の30人を大幅に超えています。休

日には病院の救急外来は大変混雑し、数時間待ち

というのが当たり前で、本来の 2次・ 3次救急に

支障がでることもあるようです。

秋口から行っていました東部医師会急患診療所

の増築工事がようやく完成し、12月 1 日から内

科・小児科の 2診体制となりました。工事中も裏

口から出入りしていただき、休診することなく診

療を続けていましたが、ようやく完成しました。

今後は、軽症患者さんはできるだけ急患診療所に

受診していただいて、病院の負担が少しでも軽減

できればと期待しています。 2診体制の維持にあ

たっては、開業医の先生だけでなく、勤務医の先

生にもご協力いただけることとなり大変感謝して

おります。

また、診療所の増築で、さらに駐車場が不足が

深刻化していましたが、東部医師会館の向かいの

土地344坪を購入し、駐車場として利用すること

となりました。現在は建物が建っていますが、

近々取り壊す予定です。 1月下旬には多くの駐車

スペースが確保できると思いますのでしばらくお

待ちください。

1月の予定です。

12日　理事会　東部医師会館　

20日　小児科医会

22日　胃疾患研究会特別講演会

26日　理事会　東部医師会館　

会報編集委員会

11月の主な行事です。

4日　精神神経疾患懇話会

5日　リウマチ膠原病研究会

6日　勤務医部会委員会・総会

勤務医部会総会講演会

演題

『新型インフルエンザについて』

自治医科大学地域医療学センター公衆衛生

部門　教授　尾身　茂先生

7日　看護学校戴帽式

10日　理事会

11日　オープンシステム運営協議会

かかりつけ医認知症対応力向上研修会

演題

『認知症の初期診断―鑑別診断を含めて―』

鳥取赤十字病院　神経内科

部長　太田規世司先生

13日　認知症研究会特別講演会

演題

『認知症医療 up-to-date』

香川大学医学部精神神経医学講座

教授　中村　祐先生
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11月に入り、中部地区もインフルエンザ感染が

拡大し、学級、学校閉鎖が相次ぎました。医師会

休日診療所の患者数も80人を超え、大忙しのよう

です。11月16日より、平日夜間の診療も開設致し

ましたが、協力していただく先生方は自分の診療

を終えてからの残業であり、東部西部と違って総

数が少ないこともありますので長期間維持するこ

とには今後の検討が必要のようです。

11月の活動報告を致します。

4日　理事会

6日　認知症講演会

メンタルヘルスケア支援事業

12日　消化器がん検診症例検討会

13日　定例常会

生涯学習講演

「定期的な上部消化管内視鏡検査は、胃癌

中　部　医　師　会 

広報委員　井　東　弘　子

死亡率を減少させるか？」

大宮シティクリニック副所長

小椋真佐子先生

16日　胸部疾患研究会

18日　喫煙問題研究会

19日　中部肝疾患セミナー

20日　温泉病院改築委員会

24日　小児科懇話会

25日　学術講演会

「B型肝炎治療の進歩と最近の話題」

岡山大学消化器内科　小橋春彦先生

26日　伊藤文利先生旭日双光章受章祝賀会

27日　学術講演会

「糖尿病薬物治療におけるDPP－ 4 阻害薬

への期待」

川崎医科大学内科学講師　柱本　満先生

太極拳教室

16日　乳がん検診読影委員症例検討会

17日　胃疾患研究会

18日　小児科医会

19日　胸部疾患研究会

20日　腹部超音波研究会特別講演会

24日　理事会　東部医師会館

会報編集委員会

25日　病診連携懇談会　

26日　胃がん内視鏡検診講習会

演題

『がん登録制度を活用した胃がん内視鏡検

診の評価』

鳥取大学医学部社会医学講座環境予防分野

教授　岸本拓治先生

27日　臨床内科医会

30日　産業医研修会（地産保センター連絡協議会）
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西　部　医　師　会 

広報委員　岩　本　好　吉

先月末に山陰道が斐川ICから西の出雲ICまで

開通し、走ってきました。来年の初詣コースです。

県東部で新型インフルエンザが流行とのニュー

ス、続いてこちら西部にも移ってきました。

新型ならびに季節性ワクチンの予約と接種、各

種健診、発熱患者の対処、それと普通の患者（？）

の対応などで院内がドタバタしています。ドタバ

タの原因の一つにそれぞれに付随する問診票や届

出などの書類があるのでは？　細かいうえに、同

じようなものを何枚も作る必要があります。もっ

と大雑把に出来ないものでしょうか？

来年 1月の行事予定です。

12日　消化管研究会

19：00 西部医師会館会議室

13日　第448回小児診療懇話会

19：15 西部医師会館会議室

14日　第116回米子消化器手術検討会

19：00 米子医療センター

15日　セミナー

「プライマリーケア医の生涯学習のた

めに」

19：20 西部医師会館会議室

18日　米子医療センター胸部疾患検討会

19：00 米子医療センター

19日　消化器超音波研究会

19：00 西部医師会館会議室

21日　第29回鳥取県西部地区肺癌健診胸部X

線勉強会

19：00 西部医師会館会議室

鳥取県西部医師会学術講演会

特別講演

「プライマリ・ケアのための血管疾患

の話」

帝京大学医学部　外科学講座

准教授　新見正則先生

19：00 ホテルサンルート米子

高砂の間

22日　西部医師会臨床内科医会「例会」

「腹痛と嘔気・嘔吐」

博愛病院内科　浜本哲郎先生

19：00 西部医師会館会議室

26日　消化管研究会

19：00 西部医師会館会議室

11月に行われた主な行事です。

5日　学術講演会

「COPD」

6日　鳥取県西部地区緩和ケアフォーラム

10日　消化管研究会

11日　第10回生活習慣病研究講演会

第446回小児診療懇話会

12日　学術講演会

「心臓弁膜症の診断と治療の現状」

13日　セミナー

「プライマリーケア医の生涯学習のために」

「腰痛・関節痛」

19日　学術講演会

「インフルエンザ感染における炎症制御」

20日　山陰消化器研究会

第 3回鳥取県西部喘息フォーラム

「気管支喘息の治療戦略」

21日　予防接種講演会

「最新ワクチン情報と今後の展望」

第15回鳥取県脊椎研究会

「バイオメカニクスからみた発育期スポー
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ツ選手における腰痛の診断と治療」

27日　西部医師会臨床内科医会「例会」

「大腸癌外科診療の実際（特に直腸癌）」

28日　米子洋漢統合医療研究会学術講演会

「ツールとしての漢方、思想としての漢方」

クリスマスのイルミネーションが美しく輝く季

節になりました。皆様方におかれましてはますま

すご健勝でご活躍のこととお喜び申し上げます。

さて、11月の医学部の動きについてご報告いた

します。

1．がんセンター改修竣工記念式典を挙行

鳥取大学医学部附属病院は都道府県がん診療連

携拠点病院として、高度ながん診療体制の整備を

進めて参りました。このたびがんセンターの改修

工事が完了し、平成21年11月12日（木）に改修竣

工記念式典を執り行いました。

本センターは、大学病院のがんセンターとして

は全国有数のスペースを有し、化学療法から緩和

ケアさらには相談支援まで幅広いがん医療が行え

る施設となり、先に開設した放射線治療棟ととも

に本院におけるがん診療体制の基盤整備が整いま

した。

本センターの使命は、高いがん医療体制を確保

し、地域がん診療連携拠点病院をはじめとする地

域医療機関との連携を図るとともに最新の情報や

研修の場を提供し、さらにはがんの専門職を育成

鳥取大学医学部医師会 

広報委員　豊　島　良　太

受付ロビー 外来化学療法室

がんセンター入口 テープカット
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することにあります。今後もがん克服に向けて誠

心誠意努めて参りますので、ご指導ご支援を賜わ

りますようよろしくお願い申し上げます。

スキンケア外来 セカンドオピニオン外来

がん相談支援室 さくらサロン（がん患者サロン）
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1 日（日） 鳥取県健康対策協議会心臓疾患精密検査従事者講習会［日本海ふれあいホール］

〃 第 1回学校医・学校保健研修会［日本海ふれあいホール］

5日（木） 第 7回常任理事会

〃 鳥取県糖尿病対策推進会議

8日（日） 第 3回産業医研修会［まなびタウンとうはく］

12日（木） 都道府県医師会税制担当理事連絡協議会［日医］

〃 鳥取県教育委員会との連絡協議会［白兎会館］

〃 鳥取大学医学部附属病院がんセンター改修竣工記念式典［鳥大医学部附属病院］

〃 鳥取大学関連管理型病院協議会［鳥大医学部附属病院］

13日（金） 中国四国学校保健担当理事連絡会議［広島市・リーガロイヤルホテル広島］

14日（土） 全国学校保健・学校医大会［広島市・リーガロイヤルホテル広島］

〃 「世界糖尿病デー」in鳥取・仁風閣ブルーライトアップ点灯式［仁風閣］

15日（日） 秋季医学会［西部医師会館］

19日（木） 第 8回理事会

〃 第214回鳥取県医師会公開健康講座

〃 都道府県医師会生涯教育担当理事連絡協議会［日医］

20日（金） 鳥取県メディカルコントロール協議会［倉吉消防署］

〃 鳥取大学創立60周年記念式典［ホテルニューオータニ鳥取］

21日（土） 全国医師会事務局連絡会［大分市・大分県医師会館］

26日（木） 武見セミナー帰国報告会［東京都新宿区・京王プラザホテル東京］

〃 伊藤文利先生叙勲祝賀会［ホテルセントパレス倉吉］

27日（金） 全国メディカルコントロール協議会連絡会［金沢市・金沢歌劇座］

28日（土） 全国医師会勤務医部会連絡協議会［松江市・ホテル一畑］

〃 有床診療所協議会設立発起人会

県 医 ・ 会 議 メ モ11月
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保険医療機関の廃止

足立泌尿器科医院 米　子　市 21．10．31 廃　　　止

生活保護法による医療機関の指定、廃止

面谷内科循環器科クリニック 米　子　市 1306 21． 8．31 廃　　　止

医療法人面谷内科・循環器内科クリニック 米　子　市 1393 21． 9． 1 指　　　定

斎藤医院 東　伯　郡 109 21． 9．21 廃　　　止

山本整形外科クリニック 鳥　取　市 1339 21． 9．30 廃　　　止

大森生協診療所 鳥　取　市 796 21． 9．30 廃　　　止

山本整形外科クリニック 鳥　取　市 1394 21．10． 1 指　　　定

原子爆弾被爆者一般疾病医療機関の辞退

足立泌尿器科医院 米　子　市 21．10．31 辞　　　退

保険医療機関の登録指定、異動

〈入　会〉

宮原　直樹　鳥取大学医学部 21．10．1

宮原　史子　鳥取大学医学部 21．10．1

景山　誠二　鳥取大学医学部 21．11．1

木下　朋絵　鳥取県立中央病院 21．11．1

竹内　裕一　たけうち耳鼻いんこう科（鳥取市） 21．12．2

〈退　会〉

村岡　淨明　皆生温泉病院 21．10．31

〈異　動〉

足立泌尿器科医院
足立望太郎　　↓ 21．11．1

閉　院

境港市高松町597－5
小坂　　博　　　　↓ 21．11．18

米子市糀町1－35

会員消息
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編 集 後 記

鳥取県医師会報の全文は、鳥取県医師会ホームページでもご覧頂けます。
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定価 1部500円（但し、本会会員の購読料は会費に含まれています）

今月号の医師会雑誌では、インフルエンザに関

する内容がいくつかみられた。新型インフルエン

ザが発生してからずっと、マスコミもその流行の

動きを追いかけ、逐一詳細な報道が行われてきた。

そのためか、日本国民はインフルエンザに過剰に

反応するようになってしまったようだ。先日も当

直をした際、日中は普通に仕事をして、夜間や深

夜になって、自分がインフルエンザかどうか確認

にくる患者さんがとても多かった。しかも、発熱

が全くなく、元気そうなのに確認してくれと言わ

れる方もあり、正直辟易してしまった（結果的に

は、検査した患者さんでインフルエンザ陽性の方

は一人もいなかった）。マスコミにあおられると、

皆一斉に同じ方向を向いてしまう国民性ではある

ものの、もう少し冷静な対応をして欲しいと願う

ばかりである。

さて、そんな当直の合間に、疲れた体にむち打

って、来年の学会の演題申し込みの準備をしてい

た。全国学会は約 6ヶ月前に演題締め切りとなる

ため、来年 6月末の乳癌学会に向けての準備であ

る。いくつか演題を考えてみたものの、なかなか

ものになりそうになく、結局、10年間の検診発見

乳癌についてまとめてみた。10年の間に、検診発

見症例は確実に増加していた。当院のデータでい

えば2000年には検診発見例は手術症例の14％程度

であったが、本年は40％近くにもなってきた。

H17年からのマンモグラフィ併用検診の導入によ

って、発見時の腫瘍径もかなり小さくなっている

こと、何よりも非浸潤癌（乳管内にのみ存在し、

転移を起こさない早期癌、消化管でいえば大腸の

粘膜内癌のようなもの）症例の発見が増えてきた

ために、生命に危険を及ぼさない状態で発見でき

るのは非常に喜ばしい変化であるといえる。生存

率においても、外来で発見された癌の 5 生率が

91％に対し、検診例（視触診、マンモグラフィ検

診含む）は97％と良好であった。乳癌に関しての

マスコミ報道は、良い効果をもたらしているとい

えるであろう。余命 1ヶ月の花嫁という20代前半

で乳癌に罹患した女性のドキュメンタリーが放映

された際には、心配になって、外来を受診される

方が多かった。「あの番組を見て、自分を重ねて

心配になって来ました。」と言われた70代のご婦

人に、年齢がずいぶん違うんだけどと苦笑しなが

ら診察をしたこともあったが、とにかく関心が高

まるのは良いことである。

前回の編集後記で、StageⅣの大腸癌が多いと

いうことを書いたら、院内の先生方に、本当な

の？と質問を受けた。前回も嘘ではないが、今回

の乳癌はきっちりデーターに基づくものなので、

本当です。

それでは、最後となりましたが、会員の皆様、

すてきなクリスマスシーズンと新年をお迎えにな

りますよう、お祈りしております。

編集委員　　山　口　由　美



厚生労働省委託事業 日本医師会女性医師バンク
日本医師会女性医師バンクは、就業を希望する医師に、条件にあった医療機関を紹介し、勤務

環境の調整を含め、採用に至るまでの間の支援を行い、再就業後も様々なご相談に応じます。

日本医師会女性医師バンクの特色

求職（求人）登録票のご請求は、求職者か求人者かを明記し、必要部数及び送付先を記入の上、

下記の日本医師会女性医師バンク中央センターへFAXにてお申込ください。

ご連絡・お問い合わせ先 日本医師会女性医師バンク　中央センター

〒113－8621 東京都文京区本駒込 2－28－16 日本医師会館B 1

TEL 03－3942－6512 FAX 03－3942－7397

登録・紹介等、手数料は一切いただきません。無　　料

就業に関するご相談は、コーディネーター（医師）が、丁寧に対応いたします。個別対応

ご登録いただいた情報は、適正に管理し、秘密は厳守いたします。秘密厳守

日本全国の医師、医療機関にご利用いただけます。（会員でない方も登録できます。）日本全国

今すぐに働く予定のない方もご登録いただけます。予備登録



豊かな老後　確かな支え

日本医師会
ご加入のおすすめ

年金 年金 

特　　色

加 入 の 資 格

1 ．日本医師会が運営する会員のための唯一の年金。

私的年金として我が国最大規模を誇っています。

2．長寿社会に対応した年金です。

長生きするほどお得な年金です。

3．生活設計に応じて年金額を決定できます。

4．掛金には上限がありません。増減はいつでもできます。

5．計算利率は魅力ある年1.5％です。

日本医師会会員で加入日現在、満64歳 6ヶ月未満の方です。また、年金
の受給権が発生する満65歳までは本会の会員であることが条件です。
会員の種別は問いません。

＊パンフレットのご請求と詳細については
日本医師会　年金・税制課
ＴＥＬ．03-3946-2121（代） Ｅメール　nenkin@po.med.or.jp
ＦＡＸ．03-3946-6295 ホームページ　http://www.med.or.jp/



豪華客船「ふじ丸」で行く 

壱岐島チャータークルーズ 
豪華客船「ふじ丸」で行く 

壱岐島チャータークルーズ 
豪華客船「ふじ丸」で行く 

壱岐島チャータークルーズ 
豪華客船「ふじ丸」で行く 

壱岐島チャータークルーズ 
初めての鳥取港発のクルーズ 
平成22年3月18日（木）～20日（土） 

（大人お一人様・税込）78,000円（ステート4名1室利用） 
　　　　　　　　　　　　　～280,000円（スイート2名1室利用） 

・募集人員　500名様（最少催行人員250名様）　・添　乗　員　同行いたします。 

・申込締切日　平成22年2月18日（木）　　　　　　・申　込　金　30,000円 

乗船後、豪華客船「ふじ丸」チャータークルーズ出港です。 
銅鑼の音や七色のテープが出港を盛り上げます。  
出港後は船内で優雅にゆっくりとお過ごしください 

ご夕食は、豪華フランス料理フルコースです。（船内泊） 

朝　× 

昼　× 

夕　○ 

（夜食） 

お部屋は全室海側に面しております。（ステート・スーペリア・デラックス・スイート） 
船内では様々なショーイベントや様々な景品が当たるビンゴゲームでお楽しみいただきます。 

〒680－0846　鳥取市扇町60　三高ビル内　電話：0857－22－8351　FAX：0857－24－7228 
定休：水・祝 （年末年始12／30～1／3）　営業時間：10：00～18：00

JTB中国四国　鳥取支店 

● クルーズに関するお問合せ・パンフレット請求・申込み先 ● 

日　　時 

3／18 
（木） 

都　市　名 

各　　　　　地 

（当社指定場所） 

鳥　　取　　港 

ス　ケ　ジ　ュ　ー　ル　・　宿　泊 

各　地 
13：30～15：00頃発 

鳥取港 
16：30出港 

旅行実施日 

旅行代金 

船内でご朝食の後、午後4時まで自由行動です。 
壱岐島でのオプショナルツアーをお楽しみください。  
ご夕食は、豪華和食会席料理です。（船内泊） 

朝　○ 

昼　○ 

夕　○ 

（夜食） 

3／19 
（金） 

壱　　　　　岐 

郷　ノ　浦　港 

壱岐・郷ノ浦港 
9：30入港 

ご昼食後、姫路・飾磨港に入港。到着後、貸切バスにて 
各地へ。 

朝　○ 

昼　○ 

夕　× 

3／20 
（土） 

姫路・飾磨港 

各　　　　　地 

姫路・飾磨港 
14：00入港 

各　地 
18：00～20：00頃 


